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第1章 序論 

 

20 世紀初期における相次ぐ大戦などをきっかけとし，世界各国は地球の大気圏外である

宇宙空間の研究・開発を，軍事利用目的を中心として活発に進めてきた．その後，軍事目

的のみならず，惑星探査や気象情報の取得など人工衛星を介した多様な情報収集を目的と

した宇宙空間の開発・利用が急速に発展してきた．特に衛星通信の分野に着目すると，テ

レビの衛星放送や GPS などに利用されており，我々にも身近な宇宙開発技術となっている

[1-3]．さらに地上の通信施設が災害などで損害を受けた場合に，地上の災害の影響を受け

ない衛星を介することで，災害時であっても通信ネットワークを構築することができるた

め，衛星通信は非常に重要な通信手段となっている．衛星通信は地上から数百 km離れた低

軌道上および数十万 km 離れた高軌道上，そして 36000km 離れた静止軌道上に人工衛星を

打ち上げ，衛星を中継基地として地球上の離れた場所同士で通信を行う手法である．しか

し，地上の通信基地からは見えない位置に衛星がある場合は，通信を行うのが難しい．そ

の場合，地上から見える位置にある衛星をもう一つの中継点とし，衛星間でも通信を行う

必要がある．このように，衛星通信は衛星と地上間における通信，そして衛星間における

通信の二つに分類することができる． 

現在まで，衛星間を繋ぐ搬送波として電波を用いたものが一般的であった．しかしなが

ら近年，電波に代わりレーザ光を搬送波として用いた光衛星間通信技術の研究開発が活発

に行われている[4-6]．光衛星間通信は，高速・大容量通信が可能であるほか，レーザ光の

指向性が高いことから，自由空間における搬送波の拡散が抑制され消費電力の低減が可能

となる，また電磁干渉の影響がなく，搬送波の送受信アンテナの小型化も達成できる．ま

た，衛星間通信は大気の影響のない宇宙空間で行われるため，雨や雲による通信光の吸収

や散乱等は考慮しなくてもよく，高品質で安定的な通信環境を実現することができる． 

しかしながら，光衛星間通信の技術開発において主に 2 つの課題が挙げられる．一つ目

の課題は，衛星の捕捉・追尾の難しさである[7]．通常の衛星間通信においては，まず衛星

A が衛星 B に向けて，予め衛星の位置を予測した上で要求光を射出し走査を行う．この走

査によって衛星 Bに要求光が入射すると（捕捉），次に，要求光の伝搬方向から予測した衛

星 A の位置に向けて衛星 B から信号光を射出し（追尾）．この信号光を衛星 A が受光すれ

ば通信が成立する．しかし，指向性の高いレーザ光を数 100～1000km も距離の離れた衛星

のアンテナに入射させるのは非常に難しく，そのためには高精度な捕捉・追尾を行うこと

のできる機能の搭載が不可欠となる．このような機能の搭載によって衛星は大型化・複雑

化することとなり，結果的には打ち上げコストの増大やメンテナンスの難航化を招くため，

光衛星間通信の発展の大きな足枷となってしまう． 

二つ目の課題は，太陽光を主とした背景光の低減である[8,9]，信号光とともに背景光を受

光すると，信号を判定するしきい値処理において，ビットエラーが生じてしまい，その結
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果，信号の再送が必要となり，通信速度が大幅に低下してしまう．この対策として，信号

光のパワーを増幅させることが考えられるが，消費電力が増大するため光衛星間通信の利

点を生かすことができない．現在までに，背景光と信号光を分離するフィルタ（波長フィ

ルタ，偏光フィルタ，遮光板など）を適用することで背景光のカットを行ってきた．しか

し，波長フィルタは同波長，偏光フィルタは同じ偏光成分，遮光板は通信方向と同方向か

らの背景光成分を透過してしまうことから十分とは言えない[10]．したがって，小型で簡易

な光学系でありながら捕捉や追尾を行うことができ，さらに背景光を効率よく低減できる

光衛星間通信システムが必要とされている． 

本論文では，これらの問題点を解決するためにフォトリフラクティブ効果による二重位

相共役鏡（DPCM）を用いた光衛星間通信システムを新たに提案する．DPCM とは，互い

にインコヒーレントな二本の入射光ビームに対して，それぞれの位相共役波を回折するデ

バイスのことである[11-18]．本システムでは， DPCMを用いて信号が要求光の位相共役波

になるように変換し，位相共役波の波面特性・伝搬特性を利用することで，自動追尾や背

景光の分離を同時に可能とする．具体的には，フォトリフラクティブ結晶を送信機衛星の

内部に設置し，送信機衛星内部のレーザからの信号光と受信機衛星から出射された要求光

を結晶に入射させることによって DPCM を形成する．DPCM によって信号光は要求光の位

相共役光として回折される．位相共役光は時間反転波の性質を有することから，信号光は

拡散することなく波面補正されながら要求光の伝搬経路を正確にたどり受信機へ入射する．

このとき，衛星間の相対位置のずれや衛星の振動等が発生し，DPCM へ入射する要求光の

入射角度が変化しても，それに応じて DPCM 内の回折格子が動的に書き換えられて信号光

が回折される．このため，高精度な捕捉・追尾機能が不要となり，光衛星間通信システム

における一つ目の課題である捕捉・追尾の難しさが緩和できる． 

また，要求光と信号光の波面を位相共役関係にすることで，背景光波面との間に波面差

異を生み出すことができ，背景光を効率的に分離することを可能にする．本研究では，ま

ず，背景光と通信光の波面に差異を生み出すために，波面歪みを与える位相板を受信機ア

ンテナ開口に設置する．次に，位相板を透過させた要求光を送信機へ向けて伝搬させると，

DPCM において要求光の位相共役波として回折される信号光は，波面歪みを有して受信機

へ入射する．しかし，信号光は受信機に設置した位相板を透過することにより，平面波に

復調される．一方で，信号光とともに受信機へ入射する背景光は，位相板によってランダ

ムな波面に変調される．この二つの波面を，レンズによる縮小光学系とピンホールで構成

される空間フィルタに通過させると，平面波である信号光は損失なくピンホールを通過す

るが，ランダムな波面分布の背景光はレンズで集光しきれずにピンホール上で広がるため

カットできる．この手法は，位相共役光の性質を利用し，空間的に通信光と背景光を分離

するため，波長や偏光によらず背景光をカットすることができる上，従来のフィルタと組

み合わせることによってより効率的に背景光を低減することが可能となる[19]． 

これらに加えて，DPCMにおいて回折される位相共役波のパワー（位相共役反射率）は，
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DPCM に用いるフォトリフラクティブ結晶の種類や結晶への光波の入射条件に応じて向上

することが明らかとなっている[20]．したがって，背景光の低減効果に加え，高い位相共役

反射率の実現により，光増幅器など機械的な制御を必要とせずに，小型ながら，長距離通

信に必要とされるパワーを確保することができる画期的な衛星間通信システムを実現する

ことが期待できる． 

第 2 章では，光衛星間通信の現在までの研究動向について述べるほか，光衛星間通信の

変調方式，光衛星間通信における問題点についても説明する． 

第 3 章では，フォトリフラクティブ結晶を用いた位相共役波の生成手法（二重位相共役

鏡）について述べるほか，フォトリフラクティブ結晶の一つである Sn2P2S6 結晶の特徴に

ついても述べる． 

第 4 章では，二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システムを提案し，提案手法の動作

説明を行う．第 3 章で述べた二重位相共役鏡を用いて，光衛星間通信における通信リンク

を形成するための要求光および信号光の両波面を互いに位相共役関係になるように変換す

る．その結果，波面の拡散を抑えて効率的に通信光を伝搬することが可能になる．また，

提案システムでは，衛星の自動的な追尾が可能となるほか，背景光と通信光の間に波面差

異を生み出すことに基づき，空間的なフィルタリングを行うことができる点などについて

も述べる． 

第 5 章では，第 4 章で提案した光衛星間通信システムにおける衛星の自動追尾機能を検

証する．自動追尾機能を検証するためには，二重位相共役鏡によって信号光が要求光の位

相共役波として時間的・空間的にどのように回折されるかを明らかにする必要がある．本

章では，二重位相共役鏡におけるビームの伝搬過程を数値解析により求めるほか，実際に

Sn2P2S6 結晶を用いて二本のビームにより二重位相共役鏡を形成する実験も行う．数値解

析・実験の双方より，二重位相共役鏡によって回折される位相共役波のパワーおよび時間

変化を評価する．さらに，この結果に基づいて従来の光衛星間通信における時間的・空間

的な追尾性能と比較し，追尾精度を大幅に緩和できることを明らかにする． 

第 6 章では，第 4 章で提案した光衛星間通信システムにおける背景光の低減効果につい

て検証する．本章では，背景光と信号光を空間的に分離するために重要となる空間フィル

タにおいて，位相板を搭載することを提案した上で，より効果的に背景光を分離するため

に 2値位相マスクの設計を行った．数値解析によって，2値位相マスクを用いた場合の送受

信機衛星間の通信光伝搬シミュレーションを行い，受信機において受信される背景光パワ

ーを評価することによって，背景光低減率および許容伝送速度を明らかにした．また，ガ

ウシアン型ディフューザを用いた場合，および，波長フィルタのみを用いた場合に達成さ

れる許容伝送速度との比較を行うことで，2値位相マスクを用いる方法によって許容伝送速

度が大幅に向上することを明らかにする．さらに，衛星間の各種パラメータにおける 2 値

の位相マスクの最適化についても検討する． 

第 7 章では，今後の研究課題として，位相共役技術の地上における光無線通信システム
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への応用について検討する．地上における光無線通信では，大気中に含まれる水分や塵な

どの通信光波面への影響も問題となる．そこで，位相共役技術を用いることによって大気

中を伝搬する通信光の波面補正を行うこと，および，中継器への応用に関する今後の展望

などを述べる． 

第 8章では，本研究で得られた成果の総括を行う． 
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第 2章 光衛星間通信の概要 

 

本章では，まず 2.1 節で衛星間通信の研究動向について説明する．次に 2.2節において近

年注目を集めているフォーメーションフライングと呼ばれる衛星通信技術について説明す

る．2.3 節では光衛星間通信における通信方式について述べた後，2.4 節において光衛星間

通信における技術面の課題について説明する． 

 

 

 

2.1. 光衛星間通信の研究動向 

 

20 世紀以降活発に行われている宇宙空間の研究・開発技術のなかで，衛星通信技術は，

人工衛星を中継点として利用し，遠く離れた地上の 2 つの通信局を結ぶ技術である．この

技術において重要となるのが，地上局と衛星の位置関係である．地上局と衛星の間で通信

を行うためには，両方の地点から衛星が見えている必要があるが，高度 1000km以下の低軌

道(LEO: Low Earth Orbit)や中軌道(MEO: Middle Earth Orbit)衛星と地上局の間で通信を行う

場合には，通信可能な時間が十数分程度と制限されてしまう．高度がおよそ 36000km の静

止軌道(GEO: Geostationary Orbit)では，高軌道であることから衛星を見渡せる地上の範囲が

広く，また，軌道上にある衛星は地上から見るとあたかも上空で静止しているように見え

るため，中継用の衛星として利用しやすい．しかし GEO を用いた通信は回線距離が非常に

長く通信時間が大幅にかかるので，地上における災害情報の取得・送信など緊急性が求め

られる通信には適さない．よって一つの衛星の軌道上の位置に左右されずに通信を行うた

めに，衛星と地上を一対一で結ぶのではなく，別の衛星を中継点として介した衛星間通信

(Inter Satellite Link: ISL)が必要となる．衛星間通信の実証例としては，NASDA(現 JAXA)が

打ち上げたデータ中継衛星 DRTS(和名: こだま)によって，2003 年 2月に日本で初めてデー

タ中継を成功している． 

従来の衛星間通信は，前節で取り上げた「こだま」によるデータ中継も含め，搬送波と

して S 帯(2~4GHz)および Ku帯(12~18GHz)などのマイクロ波を使った通信が行われている．

しかしながら近年の半導体レーザ LD (Laser Diode) と光ファイバの開発によって光を用い

た通信が注目され，さらに自由空間光通信の技術進展により，宇宙通信においても搬送波

を従来のマイクロ波から光波に置き換えた光宇宙通信の研究が進展している[21-26]．レー

ザ光の宇宙通信への応用の可能性についての検討は 1960 年代に米国で始まり，日本では

1980年代より盛んに研究されている．衛星による光通信の研究開発が活発化した要因には，

光源として小型・軽量かつ高出力の LD や固体レーザ，受光素子として光ファイバ通信に用

いられるシリコンアバランシェフォトダイオード (Si-APD) が開発され使用できるように
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なったことが挙げられる． 

 光衛星間通信の特長は，従来のマイクロ波を搬送波とするシステムに比べ，小型・軽量

の光送受信機による高速かつ大容量通信が可能な点である．レーザ光の周波数は電波に比

べ 10
4
~10

5程度高い．よって小型のアンテナで極めて細いビームを射出でき，エネルギーを

非常に小さなスポットサイズに集中して相手衛星に送ることができるため，消費電力を大

幅に抑えることができる．光衛星通信に用いるアンテナの形状は，レンズと反射鏡を組み

合わせた望遠鏡のようなタイプ（カセグレン式）などが用いられている．さらにはビーム

間の干渉をほとんど考慮する必要がない．また，光の周波数帯は現在の国際的な周波数規

制帯に含まれていないことも大きな魅力の一つである．よってこのシステムは現在の電波

にかわる新たな通信システムとして期待されており，地球上をグローバルに結ぶ広域な高

速衛星通信ネットワークにおける通信インフラとしての役割が期待されている．さらには，

観測衛星で取得した多量のデータ伝送のための通信システムの構築や，人類の本格的な宇

宙進出に向けた宇宙空間におけるベース基地と地上とを結ぶ通信網の構築など，様々な役

割を担うシステムとしても考えられており期待が高まっている． 

 これまでに光宇宙通信の衛星は，高度数万 kmの GEO もしくは高度数百 kmから数千 km

の LEO に打ち上げられており，異なる軌道上の衛星間や同じ軌道上の衛星間，あるいは衛

星―地上間で通信実験が実際に行われている．表 2-1に実証例の年表を示す．宇宙光通信自

体は，1994年日本の NASDA が打ち上げた静止衛星 ETS-VIと光地上局の間で世界で初めて

実証に成功した．この通信実験では双方向の通信に成功し，GEO と地上 (GND) 間におけ

る初の双方向通信成功例となった．さらにその後 1995年に，米国の NASA/JPL (ジェット推

進研究所，Jet Propulsion Laboratory) の地上局との間で実証実験が行われた．この実験にお

いては，地上から衛星への搬送波には 515nm, 衛星から地上には 830nmの波長が用いられ，

信号の変復調方式として強度変調直接検波 (IM/DD) 方式が採用された. このときのデータ

伝送速度は 1Mbpsであった．2001年には ESA が静止衛星 ARTEMIS を打ち上げた．この衛

星は ESA の地上局との間で通信実験を成功させたほか，同年にはフランスの CNS (フラン

ス国立宇宙研究センター, French Space Agency) の低軌道衛星 SPOT4 からのデータ受信に成

功し，LEO から GEO への初の片方向光通信の成功例となった．2005 年には，日本が低軌

道衛星 OICETSを打ち上げ，ARTEMIS との間で初の衛星間の双方向通信に成功した．また

これは同時に LEO と GEO を結ぶ初の双方向通信の成功例となった．さらには 2006 年に

NICT の地上局との間で通信実験を行い，LEO と GND を結ぶ初の双方向通信の成功例とな

った．また同年，ARTEMIS が航空機との双方向通信に成功し，初の地球上の空間における

移動体との双方向通信に成功した．さらには 2007年，信号変復調方式としてこれまで主流

であった IM/DD 方式ではなく，コヒーレント方式を採用した低軌道衛星 NFIRE 及び

TerraSAR-Xが，米国の MDA (ミサイル防衛局, Missile Defense Agency) 及びドイツの DLR 

(ドイツ宇宙航空研究センター, German Aerospace Agency) から打ち上げられ，2008年に初の

LEO 間での双方向通信に成功した． 
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 このような宇宙光通信が実証例から，地球と宇宙空間を繋ぐ広大な通信ネットワークの

構築が着々と進んでいる．今後，これまでの軌道上衛星間及び衛星―地上間の通信実験の

成功を踏まえ，様々な宇宙光通信の計画が予定されている．例えば，数 Gbpsの高い伝送速

度でのデータ通信計画や，深宇宙通信のためのパルス位置変調による光通信の検討などが

進められており，宇宙通信技術のさらなる発展の必要性に拍車がかかっている．  

 

 

 

2.2. フォーメーションフライング 

 

衛星間通信技術の開発や実証が進む中，一対の衛星同士によるデータ中継に加え，近年

では図 2-1 に示すような複数の衛星間でデータ中継を行うフォーメーションフライングと

呼ばれる衛星の飛行形態が注目されている[27-31]．フォーメーションフライングとは，マ

スター衛星と呼ばれる親機衛星の周りに，複数のスレイブ衛星と呼ばれる子機衛星を，非

常に近距離で相対位置を保持したまま群をなして飛行させ，全体で一つの大きな通信網を

築くシステムのことである．このシステムでは，各スレイブ衛星にそれぞれ機能を分散さ

せることによって衛星を小型化できる上，一つの衛星に不具合が生じても他の衛星で機能

をカバーすることも可能である．また小型であることで代わりの衛星を打ち上げるコスト

も低減できるなど通信網の構築を柔軟に行える．機能面においては，位置の異なる複数の

衛星から地上を撮影することによって，地上の隆起などを立体的に観測できるほか，時間

変化の様子も確認できる[32]．光衛星通信の技術発展において注目されている事柄の一つに

衛星の小型化が挙げられる．現在，ナノサットやマイクロサットと呼ばれる直径十数セン

チ四方程度の超小型衛星が活発に研究・開発されている．これらの超小型衛星をフォーメ

ーションフライングに適用することで，レーザ光を用いた高速・大容量通信とフォーメー

ションフライングの柔軟性を兼ね備えた画期的な通信網を構築することができると考えら

れる． 
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2.3. 通信方式 

 

光衛星間通信においては，通信光の変調方式として，主に強度変調/直接検波方式とコヒ

ーレント方式の 2種類が採用されている．本節では，この二つの変調方式について，それ

ぞれの特長を説明し比較を行う． 

 

[1] 強度変調/直接検波方式(IM/DD: Intensity Modulation/Direct Detection) 

 

強度変調方式/直接検波方式は，所定の送受信タイミングにおける光電力の有無で 01信号

を判別する方式である．光強度のみに依存するため光搬送波の位相変動の影響を受けない

という特長がある．そのため位相雑音を有する半導体レーザ(Laser Diode)を変調信号の光源

として利用でき，また, 送受信機における装置構成が簡単で高速化に適していることから，

自由空間光通信や光ファイバ通信など多くの分野で採用されている．  

IM/DD方式の中で最も一般的なのは NRZ(No Return to Zero)や RZ(Return to Zero)符号化方

式であり，本方式ではデータの 1/0の直接所定のタイミングにおける光信号の有無で表わす． 

図 2-2 に NRZ 方式の構成図を示す． NRZ 方式では送信機に半導体レーザ LD, 受信機に

アバランシェフォトダイオード(APD)と増幅器からなる受光部と，クロック再生部とデータ

判定部からなるデジタル部でそれぞれ構成される．送信機では，情報を変調して得られる

入力データ列で直接半導体レーザを駆動し，入力データに応じて断続した光信号を射出す

る．受信機では，この光信号を APDで直接検波して受光電流をデジタル部に送り，そこで

データクロックを再生し，クロックタイミングでの受光電力の有無でデータの ON/OFF 判

定する．NRZ 方式は，基本的な装置構成は極めて簡単となるものの，長距離間光衛星間通

信においては通信光のパワーの減衰が大きくなるため，通信光の高電力化や受信機の高感

度化が要求される．さらに，光アンテナ装置の指向・捕捉・追尾誤差によって受信信号レ

ベルの変動が生じるため，これを補償するための自動利得制御とデータ判定閾値の最適化

が必要になるなど，高く安定した受信電力を得るための装置外における通信システムの工

夫が必須であることが難点である． 

その他にもパルス位置変調 PPM(Pulse Position Modulation)方式があり，この方式は一定の

タイミングで信号データを分割し，位置情報に変換する．PPM方式は，NRZ方式の構成に

送信機にはパルス位置符号器が, また受信機にはフレーム再生部がそれぞれ加わる．送信側

では，パルス位置符号器で連続する 2 ビットデータを倍速の 4 タイミングスロットで規定

される PPMフレームの 1つのスロット位置で表す．この位置符号化されたデータ列で半導

体レーザを駆動し光信号を射出する．受信側では，受光電流からクロックと PPMフレーム

タイミングを再生しデータ判定を行う． 4 値 PPM 方式の送信平均電力はピーク電力の 1/4

になる．ランダムな入力データ列に対する NRZ 方式の平均電力がピーク電力の 1/2 である
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ことと比較すると，4 値 PPM 方式は送信電力効率と半導体レーザの寿命の改善に効果があ

る．また，フレーム中のパルス位置でデータ判定を行うことから，各タイミングスロット

での受信電力レベルの相対比較でパルス位置を検出する最尤判定が適用可能であり，受信

信号レベルの変動に強い． しかし，PPM 方式では伝送速度がデータ情報速度の倍になり，

かつフレーム再生が必要になる． 

 

[2] コヒーレント通信方式 

 

コヒーレント方式は，レーザ光の搬送波成分の位相や周波数に信号を乗せて伝送する方

式である．受信機では受信光に参照光を掛け合わせるヘテロダイン検波により信号を復調

する． これは従来の電波の周波数領域を用いた衛星通信の変復調方式と同じである． ま

た，周波数領域での多重分離を容易に行える． しかし，光搬送波の位相成分で信号を表す

には，搬送波の位相雑音が十分小さい必要がある． また，受信光を光ファイバにて掛け合

わせる際に，追尾誤差によって著しい結合効率の低下が生じるので，これを避けるため

IM/DD 方式と比較して高精度な追尾制御機構が必要である． さらに，高速で互いに移動す

る衛星間通信では，相対位置変化によって光搬送波のドップラーシフトが生じるので，そ

の補正も考慮する必要がある．このコヒーレント方式の光衛星間通信への応用は，IM/DD

方式に比べまだ研究報告は少ないが，雑音成分の要素が少ないので光信号の低消費電力化

が見込まれ，さらに送受信機の小型化も期待できるので，実証研究が着実に進められてい

る．  

 コヒーレント方式では，光源の位相雑音が問題となるが，それを防ぐために 2 つの手法

が検討されている． ひとつは，半導体レーザの持つ位相雑音を許容した上で，位相雑音の

影響を抑える変調を行う手法である．半導体レーザへの注入電流の変化によってレーザの

出力周波数が変化する特性を生かした周波数シフトキーイング(FSK: Frequency Shift 

Keying)や，ビームを円偏波で出力し，その偏波の回転方向で信号を表す(例：右旋は 1，左

旋は 0)偏光変調が該当する． もうひとつは，位相雑音の小さい光源を用いる手法で，位相

シフトキーイング(Phase Shift Keying)変調を行う． ここで，復調では受信光に参照光を掛け

合わせて受信信号を得るいわゆるヘテロダイン検波を行うが，その中に受信光と参照光の

周波数と位相を一致させる ホモダイン検波がある． ホモダイン検波では，直接信号を得

ることができる．  

コヒーレント方式の一例として，図 2-3に FSKヘテロダイン方式の構成を示す． この方

式では，送信機に信号用半導体レーザ(LD)と，受信機に参照用半導体レーザ(LD)，フォト

ダイオード(PD)および増幅器からなる受光部と，信号に応じた周波数成分を調べるフィルタ，

判定回路，そして参照光との差周波を一定にするための自動周波数制御 AFC(Automatic 

Frequency Control)回路から構成される． 送信機では，送信情報に応じた電流を半導体レー

ザに注入し，この注入電流で周波数を制御してデータに対応した所定の周波数で光信号を
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送信する． 受信機では，受信光に参照光を掛け合わせヘテロダイン検波を行う． このヘ

テロダイン検波により，受信光と参照光との差周波が得られ，これをそれぞれの信号に対

応した帯域フィルタを通してその出力レベルを比較して信号の 0/1 判定をし，出力する． 

AFC 回路では，衛星の相対位置の変化によるドップラーシフト量を衛星の軌道計算から予

測し，補償を行う． 

 

[3] IM/DD方式とコヒーレント方式の比較 

 

IM/DD 方式は，コヒーレント方式と比較して簡易な構成で光学系を実現できることから

日本のOICETSや欧州のARTEMISなどの多くの光衛星通信の実証実験において採用されて

いる．しかしながら，信号の判定は光強度の有無で行うため，背景光の照射や伝送途中お

よび光学系における電力損失が大きい場合にはしきい値処理においてビットエラーが生じ

てしまう．そのため，光源として用いる半導体レーザの高出力化や背景光の低減手法が検

討されている（背景光の問題については次節で説明する）． 

一方，コヒーレント方式は IM/DD 方式に比べ受信機にて参照光を強くすることによって

信号受信時の高感度化を達成することができる．しかしながら，ヘテロダイン方式では衛

星間の相対位置ずれによるドップラーシフトを補償する機能の搭載が必須となる．さらに，

光アンテナの追尾誤差によって受信光のスポット位置変動が生じることから，受信光と参

照光を掛け合わせる際のスポット位置を調合する必要があり，同時に追尾誤差を低減する

高精度な捕捉・追尾機能も求められる．また，PSK ホモダイン方式では参照用光源の光周

波数と位相を受信光に合わせる必要があるため，そのための光位相同期回路(Phase Locked 

Loop)が必要である．このように，コヒーレント方式は IM/DD 方式に比べ理論上では優って

いるものの，実際には光学系が複雑化するなど実装に向けては課題が多く光衛星間通信に

あまり採用されていない． 
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2.4. 光衛星間通信における課題 

 

レーザ光を用いた光衛星間通信はマイクロ波を用いた通信手法と比較して利点が多数あ

ることを説明してきたが，一方でレーザ光の指向性の高さに起因した衛星間の高精度な捕

捉・追尾の必要性が生じる．また，宇宙空間は大気による通信光への影響はないものの，

太陽光を主因とした背景光雑音が通信光とともに受信されることによってエラーが引き起

こるという問題も存在する．次に，高精度な捕捉・追尾および背景光雑音の影響について

説明する． 

 

2.4.1 高精度な捕捉・追尾 

 

レーザ光はマイクロ波と比較して高周波数であり，非常に指向性が高いため長距離伝搬

してもビームが拡がりにくいという特徴がある．しかし，それゆえに数 100~1000km離れた

場所にある直径 20cm程度のアンテナにビームを入射させるのは非常に難しく，光衛星間通

信における最大の課題といえる．図 2-4に示すように，通常の衛星間通信においては，衛星

Aが衛星 Bに向かって予め予測した位置に要求光を射出し走査を行う．走査によって衛星 B

に要求光が入射（捕捉）すると，衛星 B はその要求光の伝搬経路から衛星 A の位置を予測

し，信号光を射出（追尾）する．その信号光を衛星 A が受信すると通信が成立する．しか

し，そのためには互いの衛星に向けてピンポイントでビームを射出し，受信する側はビー

ムの伝搬方向に向けて正確にビームを射出するための高精度な捕捉・追尾システムの搭載

が不可欠となる．また，衛星は常に高速で移動し続け，振動することもあるため，姿勢を

保つための制御システムも搭載しなければならない．しかしながら，これらの機能を搭載

することによってシステムは複雑化・大型化してしまい，光衛星間通信の利点を生かすこ

とができない．よって，簡易かつ小型な系で捕捉・追尾を行えるシステムが求められてい

る． 

 

2.4.2 背景光雑音の影響 

 

 宇宙空間におけるレーザ光の送受信は，地上で行う場合と比較して大気による通信光の

吸収・散乱の影響を考慮する必要がないため，比較的安定した通信環境の下で行うことが

できる．しかしながら，図 2-5 に示すように宇宙空間において太陽から放出されるスペクト

ルが衛星の受信機に信号光とともに入射することによって，信号判定のしきい値処理にお

いてビットエラーを引き起こしてしまう背景光雑音の問題がある．太陽は約 6000K の黒体

放射と考えられ，波長 0.5µm 帯に放射のピークを持ち，光衛星間通信で主に用いられてい

る通信波長帯である 0.8µm帯の地球の大気圏外における光強度スペクトルは約 0.2W/cm
2
µm

である．この背景光雑音を除去するために，これまで波長フィルタ，偏光フィルタ，遮光
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板などが研究・開発され用いられてきたものの，波長フィルタは通信光と同波長の雑音，

偏光フィルタでは通信光と同偏光の雑音がフィルタを透過してしまうため十分とはいえな

い．例として，受信系のフィルタの帯域幅を 0.001µm，受信機光学系のアンテナ口径を 20cm，

受信系の視野角を 1mrad とすると，波長 0.8µm 帯における背景光による受信電力の最大値

はおよそ 0.06Wとなる[1]．一方で，光衛星間通信に用いる受信機の最小感度は，強度変調・

直接検波方式の場合，2×10
-5

W程度（SILEX）であるため，通信光は背景光の強度を考慮し

た高パワーのレーザを用いる必要がある．また，通信光のパワーが小さい場合でも太陽と

受信機との角度（離角）が大きい時間帯では太陽光の影響は比較的小さいため通信が可能

となるが，離角が小さい時間帯では太陽光を多く受信してしまうため通信時間が制限され

てしまう．なお，地球・月による太陽反射電力は 6×10
-10

W と，地球・月を黒体放射と見立

てたときの電力は 5 ケタ以上も小さいため，この影響は無視することができる．また，大

気圏外における光衛星間通信においてはシャトルグローも無視することができる．よって，

太陽光による背景光を効率的に除去できる技術の実現が求められており，それによって省

電力かつ安定した高品質な通信が可能となると考えられる． 

  



13 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1 宇宙空間における光通信の実証例 

 

  

GEO GND その他

LEO ⇔ LEO

双方向初

TerraSAR-X

(ドイツ)

備考

OICETS

(日本)

OICETS

(日本)

ESA-OGS

(欧州)

SPOT4

(フランス)

TerraSAR-X

(ドイツ)

NFIRE

(米国)

ARTEMIS

(欧州)

2008

LEO

NFIRE

(米国)

実施年
通信を行った衛星名及びその軌道

2007

2007

Aircraft

(フランス)

LEO ⇔ GND

双方向初

NICT-OGS

(日本)
2006

GEO ⇔ 航空機
双方向初

ARTEMIS

(欧州)
2006

ESA-OGS

(欧州)

2001

 

GEO ⇔ LEO

双方向初

ARTEMIS

(欧州)
2005

2001
ESA-OGS

(欧州)

ARTEMIS

(欧州)

LUCE-EM

(日本)

ARTEMIS

(欧州)
2003

LEO → GND

片方向初

1995
きく6号ETS-VI

(日本)

JPL-OGS

(米国)

2001
GeoLite

(米国)
OGS

米国軍に関する情報の
ため，詳細は不明

きく6号ETS-VI

(日本)

CRL-OGS

(日本)

GEO ⇔ GND

双方向初
1994



14 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 フォーメーションフライングを行う光衛星間通信システム 
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図 2-2 IM/DD 方式の送受信機構成(NRZ方式) 
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図 2-3 コヒーレント方式の送受信機構成(FSKヘテロダイン方式) 
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図 2-4 衛星間通信における捕捉・追尾 
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図 2-5 衛星への背景光の入射 
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第 3章 フォトリフラクティブ結晶を用いた二重位相共役鏡 

  

本章では，次章で述べる光衛星間通信システムの鍵となるフォトリフラクティブ結晶を

用いた二重位相共役鏡の形成について説明する．初めに，3.1節でフォトリフラクティブ効

果について説明する．3.2節では，フォトリフラクティブ効果を応用した二重位相共役鏡の

原理について説明する．3.3節では，二重位相共役鏡形成のために用いるフォトリフラクテ

ィブ結晶として優れた特徴を持つ Sn2P2S6結晶について説明する． 

 

 

 

3.1. フォトリフラクティブ効果 

 

 二重位相共役鏡はフォトリフラクティブ効果を応用したデバイスである．フォトリフラ

クティブ効果とは，非線形性の強い媒質に光を照射したとき，光強度の空間分布によって

電荷分布が生じ，それにより空間電界が形成され，1 次の電気光学効果であるポッケルス効

果を介して局所的な屈折率変化が生じる現象である．本節では，このフォトリフラクティ

ブ効果を図3-1に示すバンド輸送モデルを用いて説明する． Kukhtarevらによって提唱され

た本モデルでは，フォトリフラクティブ媒質は不純物及び不均質性を持つものと仮定する．

また，説明を簡易なものとするため，全てのドナー不純物はバンドギャップの中間付近に

同じエネルギーレベルで存在するものとする．このドナー不純物は光を吸収してイオン化

し，電子が伝導帯に生成される．従って，ドナー不純物は電子が欠乏した状態となる．こ

こで，ドナー不純物の密度をND，イオン化されたドナー不純物の密度を
i

DN とすると，電子

生成レートは ( )( )i

D DsI N N  ，捕獲レートは i

R DNN と表される．この生成・捕獲レート

において，Nは電子密度，sは光励起断面積，Iは光強度，βは電子の熱励起レート，γRは電子

とイオン化ドナーの再結合レートである．熱励起が無視できる場合（すなわちβ<<sI），N
i
D

についてのレート方程式は以下の式で表される． 

 

  

i

DR

i

DD

i

D NNNNsI
t

N





)(        (3-1) 

  

ドナー不純物のイオン化によって生成された電子は，伝導帯を移動し，電子が不足して

いるイオン化されたドナー不純物に充填される．従って，電子の生成レートは，イオン化

したドナー不純物の生成レートに等しい．電子の輸送は電子密度に影響を及ぼすので，電

子密度に対するレート方程式は以下の式で表される． 
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     j









qt

N

t

N
i

D 1
    (3-2) 

 

ここで，j は電流密度，－q は電荷量である．電子の移動による電荷密度変化によって，空

間電場が誘起される．この空間電場はキャリア輸送に影響を及ぼす．電流密度は電場によ

るキャリアのドリフトによる寄与と，キャリア密度の空間分布から生じる拡散による寄与

からなる．従って，電流密度は以下のように記述される． 

 

       
BqN k T N   j E            (3-3) 

 

ここで，μは移動度テンソル，E は空間電場，kBT は Boltzmann 定数と温度の積である．電

場は次の Poisson方程式に従う． 

 

   ( ) ( )i

A Dq N N N      E r    (3-4) 

 

ここで，εは誘電率テンソル，ρ(r)は電荷密度，NAはアクセプタ不純物密度である．このア

クセプタ不純物密度は電界の中和条件のために必要である．光照射がない場合，電荷の中

和条件は以下の式で表される． 

 

(N + 𝑁𝐴 − 𝑁𝐷
𝑖 ) = 0                             (3-5) 

   

いま，図 3-2(a) のようにフォトリフラクティブ媒質へ 2 本のレーザービームが入射する場

合を考える．空間電場は以下の式で表される． 

 

 exp( ) exp( )a a b bi t i i t i      E E k r E k r  (3-6) 

 

ここで，ビームの周波数は同一であると仮定しており，Eaと Ebは振幅，kaと kbは波数ベク

トルである．この 2 本のビームの偏光が平行である場合，強度の干渉パターンは以下の式

で表される． 

 

 0 1( ) Re exp( )I I I i   r K r    (3-7) 

 

ここで， 

  
2 2

0 a bI E E         (3-8) 

*

1 2 b aI  E E          (3-9) 
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であり，格子波数ベクトル Kは次のように定義される． 

 

b a K k k       (3-10) 

 

その大きさは干渉パターンの周期(Λ)に関係し， 

 




2
K          (3-11) 

 

である．2本のビームの偏光方向と振幅の大きさが同じ場合，干渉縞の可視度が最大となり，

このときの干渉縞の強度は以下のように与えられる． 

 

0 (1 cos )I I  K r         (3-12) 

 

暗い縞は (2 1)m   K r のときに起こり，そこでは 0I  である． 

 上記の光強度がフォトリフラクティブ媒質中に照射されると, cos 1 K r , つまり
02I I

付近の明るい領域では，光子の吸収によって電子が励起される．これらの電子は明るい領

域から拡散し，正に帯電したイオン化不純物をそこに残す．もし，これらの電子が暗い領

域で捕獲されると，そこでは励起されるのに必要な光が存在せず，電子はその場所に留ま

ったままとなるため電荷の分布が生じる．フォトリフラクティブ媒質に周期的強度分布の

光が照射された結果として，上記の過程により，暗い領域は負に帯電し，明るい領域は正

に帯電する．空間電荷密度の基本成分は以下の式で表される． 

 

0 cos  K r     (3-13) 

 

ここで，ρ0は定数である．そこで Poisson方程式 (3-4) を積分すると， 

 

 rK
KK

K



 sin0


E        (3-14) 

 

となる．ここで，空間電場が光強度パターンに対してπ/2だけ空間的にシフトしていること

に注目する．この空間電場は，Pockels効果を介して屈折率の変化を誘起する．従って，屈

折率もまた光強度パターンに対してπ/2だけシフトすることになる．図3-2(b)~(e)に光強度，

空間電荷密度，空間電場，および誘起される屈折率の空間分布を示す．このフォトリフラ

クティブ効果はマクロな物理現象であり，多量の（典型的には10
15

cm
-3オーダーの）荷電キ

ャリアの生成と輸送を必要とする．以上をまとめると，フォトリフラクティブ効果は電気
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光学結晶中で生じる以下の5つの過程からなる． 

(1) 不純物の光イオン化と荷電キャリアの生成 

(2) 荷電キャリアの輸送 

(3) 荷電キャリアの捕獲と空間電荷分布の発生 

(4) 光誘起された空間電場の発生 

(5) Pockels効果を介した屈折率の変化 

 

 

 

3.2. 二重位相共役鏡（DPCM） 

 

次に二重位相共役鏡(DPCM)について説明する．DPCMとは，フォトリフラクティブ結晶 

(PRC) に入射する 2 本の光波に対して，相互に位相共役光を回折させるデバイスであり，

上述したフォトリフラクティブ効果を応用したデバイスの一つとして知られている．DPCM

の形成には，フォトリフラクティブビームファニングと呼ばれる光散乱現象が重要となる．

そこで，まずこのビームファニングについて説明する．  

 光波が PRC に入射し透過する際，結晶端面の粗さや結晶内部における不純物などによる

屈折率の非均一性から光波の散乱が生じる．この散乱光は，元の入射光と干渉する．この

とき，散乱光は多数の空間周波数成分を有するため，多数の干渉パターンが形成されるこ

とになる．これらの干渉縞はフォトリフラクティブ効果を介して回折格子に変換されるた

め，結晶中には多数の波動ベクトルを持つ回折格子が形成される．その回折格子によって

入射光は回折されるため，また新たな角度成分を持つ散乱光が生じて，それによって回折

格子が上書きという形で形成されていく．この散乱光の空間周波数成分の一部は，結晶の c

軸方向に依存した 2 波混合による非相反的なエネルギー移動を介して，入射光により増幅

される．多くの PRC は強い結合係数を有するため，入射時には非常に弱い散乱光も，時間

経過とともに増大し，最終的には著しい散乱パターンとなる．これがビームファニングと

呼ばれる現象である．この現象は，2波混合や 4波混合などのフォトリフラクティブ効果の

応用現象を用いたアプリケーションにとってノイズとなってしまうため，空間フィルタな

どによって取り除かれる措置がとられることが多い．しかしながら，DPCM など多くの位

相共役鏡生成においては，その形成過程で重要な役割を果たす． 

 上記に説明したビームファニングを踏まえた上で，DPCM の形成原理を説明する．図 7

に DPCM の形成過程を示す．図 3-3(a)で 2 本のインコヒーレントなビーム（I1,I2）を PRC

のそれぞれ異なる端面から入射すると，それぞれのビームに対してビームファニング現象

が生じる．よって PRC 中には無数の回折格子が次々と書き換えられていくという状態が生

じる．しかし，散乱光の成分と一方の入射光が対向伝搬となるとき，位相整合条件を満足

する回折格子のみが強く書かれ，それ以外が消去される．その結果，一定時間が経過する
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と図 3-3(b)のように 2 本の入射光は共有する一つの回折格子によって，互いの位相共役光

（I1
*
,I2

*）として回折される． 

 回折された位相共役光は，もう一方の入射光に対する時間反転波として位相を補正しな

がら入射光の伝搬経路を正確に辿る．さらに，PRC 中の回折格子は，結晶の時定数程度 

(BaTiO3結晶で秒オーダー，Sn2P2S6結晶でミリ秒オーダー) で，動的に書き換えることがで

きる（Sn2P2S6結晶については次節で説明する）．よって光波の入射条件（角度，位置，波面

分布）に変化が生じたとしても，新たな入射条件の下で DPCM が再構築され，位相共役波

も入射条件に応じて回折される．また DPCMは，数 mW程度の比較的弱いパワーのビーム

で形成することができ，さらには入射光間のコヒーレンスを考慮しなくてもよいので，位

相共役光を非常に容易に発生させることができる手法である．よって，DPCM を用いる様々

なアプリケーションが通信分野・光記録など幅広い分野においても提案され研究が活発に

行われている． 

 

 

 

3.3. Sn2P2S6結晶 

 

DPCM を形成する上で，その形成速度やビームの回折効率などの値は用いるフォトリフ

ラクティブ結晶に大きく依存する．また，結晶によって DPCM 形成のためのビーム入射可

能範囲や利用可能な光源波長などの特性が異なるため，利用目的に応じた結晶を選ぶ必要

がある．本節では提案手法に有用とされる Sn2P2S6結晶の特性と優位性を述べる． 

Sn2P2S6結晶は，1974年に C. D. Carpentier，R. Nitsche ，Dittmar，Schafer等によって結晶

の成長法とその構造が報告された[33-35]．その後，Gurzan 等によって光学特性が報告され

た後， A. A. Grabar 等によって熱光学特性が報告された[36,37]．1991年にはフォトリフラ

クティブ効果が初めて観測され，1996年に S. G. Odoulov等によって 1.06m波長のフォト

リフラクティブゲインが白色光を事前に照射する事で大幅に高められるという事が報告さ

れた[38-40]．これ以降，Sn2P2S6 結晶のフォトリフラクティブ現象についての詳しい研究が

され始め，2001年には brown と呼ばれる改良 Sn2P2S6結晶が，2003年には Sn2P2S6結晶にテ

ルルをドープした結晶が作られ，いずれも従来の yellowと呼ばれる Sn2P2S6結晶と比べてゲ

インと応答速度が大幅に改善された[41,42]．その後も，様々なドーピングが試され，その中

でアンチモン（Sb）をドープする事で 633nm波長に特化した Sn2P2S6結晶も作成された． 

Sn2P2S6結晶は，530-1550nmの広い波長帯において大きな結合強度を有し，近赤外波長で

よく用いられる Rh:BaTiO3 結晶と比べて数十から数百倍の速い応答速度を示す[43]．また，

電気光学係数が大きく，近赤外波長帯において分散がほとんどない．例えば，=1313 [nm]

での対角電気光学係数は r111=166±8 [pm/V]であり，この値は一般的な PR媒質である LiNbO3

結晶より半波長電圧が 15 から 20 倍小さい事を意味する．ここで水蒸気輸送法を用いて作
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成された Sn2P2S6結晶の基礎物理特性を表 3-1 に，Sn2P2S6結晶のドープごとの PR パラメー

タを表 3-2 にそれぞれ示す．ここで，xはビームが x 軸向に偏光している場合の吸収係数，

maxは 2 波混合によって得られる最大のゲイン，LDは拡散距離，reffは実効電気光学係数，

dieは誘電緩和時間，(max)はmax時の立ち上がり時間，Neffは実効ドナー密度である．代表

的なフォトリフラクティブ結晶である BaTiO3 や LiNbO3 の応答速度が分～秒オーダーであ

ることに比べ Sn2P2S6 結晶の応答速度はミリ秒オーダーと非常に早い．また，BaTiO3 は

480-1060nm，LiNbO3は可視光域の波長帯にしか感度がないが，Sn2P2S6結晶は 1550nm付近

の波長に対しても感受性がある[44]． 

以上のことから Sn2P2S6 結晶は，実際に光衛星間通信で用いられている波長帯である

830nm に適用できるほか，衛星―地上間通信において大気揺らぎの影響が少なくギガビッ

トクラスの光通信が容易に行える通信波長 1.5µm 帯にも適用できるため，宇宙光通信への

応用に向けて有用な結晶であると言える．第 5 章において，この結晶を用いた DPCM 形成

の動作特性の検証を行う．なお，検証には近赤外波長への利用には適してないものの，可

視光源（波長 633nm）を用いた原理実験を行うことができ，高速応答と高い回折効率を示

す Sb:Sn2P2S6結晶を用いている． 
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図 3-1 フォトリフラクティブ効果のバンド輸送モデル 
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(a) 光線入射 

 

(b) 光強度 

 

(c) 電荷密度 

 

(d) 空間電場 

 

(e) 屈折率 

I: 光強度  ρ: 電荷密度  E: 空間電場  ⊿n: 屈折率変化 

図 3-2 2光波の干渉により生じるフォトリフラクティブ効果 
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図 3-3 二重位相共役鏡の形成過程． 

(a) 2本の入射光に対するビームファニングの発生． 

(b) 位相共役光の発生． 
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表 3-1 室温における Sn2P2S6結晶の物理特性 

 
  

Spontaneous polarization Ps 15 [C/cm
2
] 

Transparency range 530-8000 [nm] 

Main refractive indices
a
 n1 = 3.0256 

 
n2 = 2.9309 

 
n3 = 3.0982 

Dielectric constant 11 230-300 

Electrooptic coefficient r
T

111
a
 174 [pm/V] 

Piezoelectric coefficient d
111

 244 [pC/N] 

Density  3.54*10
3
 [kg/m

3
] 

Elastic constant C1111 4.2*10
10

 [N/m
2
] 

Pyroelectric coefficient p1 7*10
-4

 [C/(m
2
K)] 

Coercive field Ec 7.5*10
4
 [V/m] 

Heat capacity Cp 240 [J/(mol K)] 

Thermal conductivity 1 0.5 [J/(s m K)] 

Nonlinear optical susceptibility 
b
 (2)

111 = 24 [pm/V] 

  (3)
1111 = 17*10

-20
 [m

2
/V

2
] 

a
at 632.8nm 

 
b
at 1907nm 
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表 3-2 Sn2P2S6結晶の PRパラメータ 

 

   ax max LD reff die at 10W/cm2 (max) at 10W/cm2 Neff 

 
[nm] [cm-1] [cm-1] m] [pm/V] [ms] [ms] [1016cm-3] 

Samples     (±10%) (±50%) (±15%) (±20%) (±20%) (±15%) 

Nominally pure 633 0.5 4-7 0.2 
  

1-5 0.7 

(type II) yellow 780 0.20 2.5 
 

41 
 

10 0.2 

 
860 0.16 1.8 0.9 48 9 12 0.08 

 
980 0.12 1.6 1.4 40 15 44 0.11 

 
1064 0.10 0.9 

 
38 

  
0.044 

Brown 633 5.7 38 0.1 
 

0.2 0.4 2.5 

 
780 0.9 18 

 
180 0.4 1 0.7 

 
860 0.3 14 

 
190 

  
0.48 

 
980 0.14 11 0.5 190 29 33 0.39 

 
1064 0.09 8.6 

 
160 

  
0.04 

SPS:Te 1.0% 633 1.0 10 0.5 60 0.1 0.3 0.9 

 
780 0.34 6 2.3 50 0.2 1.3 1.0 

 
860 0.19 6.5 0.5 89 6 10 0.44 

 
980 0.11 6 0.3 75 8 13 0.62 

 
1064 0.09 4.5 

     

 
1550 <0.1 6.0 

  
(=6.2m，440W/cm2) = 10 

 
SPS:Te 1.5% 860 0.8 8 0.5 89 7 15 0.44 

 
980 0.42 6 0.5 83 10 13 0.57 

 
1064 0.36 4.5 0.6 73 11 25 0.53 

SPS:Te 2.0% 633 1.8 10 1.1 57 0.2 0.5 1.0 

 
780 0.6 6 0.8 47 0.5 1.6 0.8 

 
1064 0.10 2.2 0.9 54 17 32 0.22 

SPS:Te 3.0% 633 2.7 12 2.6 81 0.1 0.4 0.8 

 
780 0.9 7 0.7 56 0.6 1.3 0.8 

 
1064 0.20 2.5 0.8 49 14 20 0.34 

SPS:Sb 1.0% 633 1.4 20 0.7 110 0.2 0.4 1.0 

 
780 0.08 0.4 

     
SPS:Sb 1.5% 633 2.4 20.0 0.46 

 
(=1.1m，0.3W/cm2) = 6.8 

 
A. A. Grabar, et al., “Photorefractive Effects in Sn2P2S6,” Springer Series in Optical Sciences 114, 327-362 (2007). 
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第 4章 二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システム 

 

本章では，フォトリフラクティブ結晶を用いた二重位相共役鏡の特性を利用した光衛星

間通信システムを提案し，その動作原理およびシステムの利点について説明する．第 3 章

で述べたように，二重位相共役鏡はフォトリフラクティブ結晶に 2 本のインコヒーレント

光を入射することで形成される．そして，2本の入射光はそれぞれもう一方の入射光の位相

共役光として回折する．本手法では，衛星間通信において，送信機衛星および受信機衛星

の 2 つの衛星間で通信リンクを形成する．このとき，送信機衛星内にフォトリフラクティ

ブ結晶を搭載し，受信機衛星から送信される要求光と送信機衛星内部から出力される信号

光の 2 本のレーザ光をフォトリフラクティブ結晶に入射させることで，二重位相共役鏡を

形成する．すると，二重位相共役鏡によって信号光が要求光の位相共役光として回折され

るため，位相共役光の性質である時間反転性により，要求光の伝搬経路を正確に逆伝搬し

て受信機へと入射する．位相共役光は時間反転性および波面補正効果を有しているため，

伝搬における通信光の波面を収束させることができる上，衛星の自動追尾を可能にする．

さらに，通信エラーを引き起こす背景光雑音と通信光を波長や偏光に依らず空間的に分離

することもできる．4.1節では，二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システムにおける通

信リンク形成過程について説明する．4.2節では，本手法を用いることによる衛星間通信技

術における利点について述べる． 

 

 

 

4.1. 二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システムによる衛星間リンク形成 

 

本節では，二重位相共役鏡（DPCM）を用いた光衛星間通信システムの動作原理および通

信リンクの形成過程について述べる．図 4-1 に DPCM を用いた光衛星間通信システムの概

念図を示す． 図 4-1(a)は本手法における DPCM の形成過程を， (b)は通信リンクの形成過

程を示している．また，図 4-1(c)は受信機内部の構成を，(d)は送信機内部の構成をそれぞれ

示し，(e)は，位相共役波の伝搬の概念図を示している． 

はじめに，基本的な衛星間におけるリンク形成方法について説明する．提案手法は受信

機衛星と送信機衛星によって構成されている．従来の光衛星間通信における衛星の捕捉に

おいて，まず，要求光が受信機衛星からおおよそ予測される送信機衛星の位置に向けて射

出される．そして，送信機衛星の位置を特定するために要求光による走査が行われる．送

信機衛星が要求光を受信したとき，要求光の入射角度や入射位置などのパラメータが送信

機内部の機器によって計測される．さらに，このパラメータにしたがって，受信機衛星の

位置が計算され，信号光の射出角度および射出位置が可動ミラー等により厳密に調整され
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る．この調節が行われた後，信号光が受信機衛星に向けて射出される．信号光が受信機衛

星に正しく入射したとき，この一連の要求光による走査を終了することができ，捕捉プロ

セスが完了する．その後，通信リンクを維持する過程においては，要求光による走査は不

要となるものの，常に通信相手の衛星を捕捉・追尾する必要があるため，要求光や信号光

の計測が双方の衛星で行われる必要がある． 

一方で，本手法における捕捉プロセスは，要求光が送信機衛星に入射するまでの過程は，

従来のシステムとほぼ変わらない．しかしながら，要求光による走査で，送信機衛星が要

求光を受信した後は，以下に説明するように従来のシステムの動作とは異なる．図 4-1(a)

に示すように，要求光が送信機衛星内のフォトリフラクティブ結晶（PRC）へ入射するとき，

信号光も同時に PRCに入射させることで，第 3 章で説明した DPCMが形成され，信号光を

回折させる．この信号光は，図 4-1(b)に示すように要求光の伝搬経路を自動的に逆伝搬し，

受信機衛星へ入射する．信号光が受信機衛星に入射するとき，要求光を用いた走査は中止

することができ，捕捉プロセスは完了する．通信リンクを維持するためには，後に詳しく

説明するが，送信機衛星の PRC へ要求光を入射できればよいため，送信機衛星内部におい

て要求光パラメータの計測，受信機衛星の位置の計算，そして，信号光の出射パラメータ

の計測は大幅に簡略化することができる．したがって，提案手法は，計測器や可変ミラー

などの機器の搭載を減少することができ，衛星の小型化に貢献することが可能となる． 

DPCMを用いた本手法の動作を以下に詳しく説明する．図 4-1(a)に示すように，要求光が

受信機衛星内部の laser 1より出力される(STEP1-1)．この STEP 数は，図 4-1(c),(d),(e)の STEP

数と一致する．次に，要求光のビーム径が L1 で拡張され（STEP1-2A），ビームスプリッタ

ー(BS)を透過する(STEP1-2B)．自由空間伝搬にむけて，要求光のビーム径はセンチメートル

オーダーとなるように L2 および L3 の縮小光学系によって調節され(STEP1-2C)，送信機衛

星のアンテナに向けて受信機アンテナより射出される(STEP1-3)．受信機アンテナおよび送

信機アンテナはカセグレン型を想定している．要求光のビーム径は，送信機衛星内の PRC

のサイズが 1cm 程度であるため，L5 と L6 で構成される縮小光学系によって縮小され

(STEP3-2)，それから，PRC へ入射する(STEP3-3)．ここで，強度変調(STEP4-1A)が送信機衛

星内部の laser 2 から出力されるレーザ光に加えられた後(STEP4-1B)，信号光として，要求

光とは反対の位置から PRC へ入射する． 

これらの入射光によって，第 3 章で述べたフォトリフラクティブ効果によって DPCM が

形成される．DPCM形成後，図 4-1(b)のように送信機から受信機へ向けた通信ラインを形成

することができる．信号光は要求光の位相共役波として DPCM によって回折され

(STEP4-1C)，要求光が伝搬してきた経路を時間反転波として正確に辿る．したがって，要

求光と同じ波面を持った信号光が自動的に縮小光学系および送信機アンテナを透過し

(STEP4-2)，そして自由空間を伝搬する(STEP5)．位相共役波の波面補正効果によって，図

4-1(e)に示すように，信号光は自由空間を伝搬しても広がらず，自由空間伝搬損失をほとん

ど受けることなく受信機アンテナに入射する(STEP6-1)．STEP6-1 の後，信号光は，縮小光
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学系を透過し(STEP6-2A)，要求光と分離される(STEP6-2B)．そして，L4 によって集光され

る(STEP6-2C)．集光された信号光はフォトディテクター(PD)によって検出され(STEP6-3)，

信号が復調される(STEP6-4)． 

これに対して，図 4-1(e)に示すように位相共役技術を用いない従来の通信手法では，信号

光が送信機衛星から受信機衛星へ向けて射出されるとき，出射角度や位置が調整されたと

しても，要求光と同様に自由空間伝搬において拡散してしまう．その結果，受信される信

号光パワーはこの拡散の影響を受けて大幅に減少してしまう．加えて，衛星間の光軸がず

れてしまった場合，信号光の出射角度や位置は新たに計算し，調整する必要がある．これ

らの高精度な捕捉・追尾のための機器も従来の通信手法には必要とされており，衛星間通

信システムを複雑化する要因の一つになっている． 

 

 

4.2. 二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システムの利点 

 

位相共役技術を用いることによる本手法には主に 3 つの利点がある．利点の 1 つ目が，

追尾が自動的に行えることである．衛星の振動などにより衛星間の相対位置がずれ，同時

にアンテナに入射する通信光の光軸がずれた場合であっても，DPCM は新しい光軸に応じ

て自動的に再構築され，位相共役波を回折することができる．加えて，信号光波面を補償

光学に基づいた高精度な機器がなくても補正することができる．したがって，波面補正さ

れた信号光を自動的に受信機衛星へ伝搬する自動追尾を行うことができ，衛星間の通信リ

ンクの維持を電気的な検出器や正確な機械的再調整を必要とせずに形成することができる．

さらに，詳しくは第 5 章で述べるが，位相共役波を回折することができる DPCM への入射

角度の許容範囲が広いため，捕捉精度の緩和も可能となる． 

2つ目の利点が，消費電力の低減である．第 5章で詳しく説明するが，DPCMへ入射する

ビーム強度を調整することによって，要求光の入射パワーよりも高いパワーを持つ信号光

を回折することができる（つまり，位相共役反射率が 100%を超えることができる）．この

性質と波面補正効果により，従来の光衛星間通信と比較し，消費電力を大幅に低減するこ

とが可能であることを示している．伝搬などによる電力消費が大きい場合，長距離通信を

行うためには，高出力レーザを搭載することや，光増幅器を搭載する必要があり，システ

ムの大型化を招いてしまう．一方で，この技術は光増幅器がなくても長距離通信・高速通

信を実現できる可能性を秘めている． 

3つ目の利点が，背景光の低減である．これは第 6章で詳しく説明する．DPCMによって

通信光は位相共役波の関係とすることができる．この関係を利用して，通信エラーを引き

起こす背景光雑音の波面との間に波面差異を生み出すような空間フィルタを受信機衛星内

に搭載することによって，通信光と背景光を効果的に分離することができる． 
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(a) 

 

 

(b) 

 

図 4-1  DPCMを用いた光衛星間通信システムの概念図  

(a) DPCMの形成過程(b) 通信過程 



34 

 

 

 

 

 (c) 

 

 

(d) 

図 4-1 DPCMを用いた光衛星間通信システムの概念図 

(c) 受信機衛星内部の機能図， (d) 受信機衛星内部の機能図 
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(e) 

 

図 4-1 DPCMを用いた光衛星間通信システムの概念図 

(e) 位相共役波の伝搬 
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第 5章 二重位相共役鏡の動作特性を利用した追尾性能の向上 

 

本手法では，DPCM で生成した位相共役波の時間反転性を利用して自動的な追尾を実現

できる上，捕捉時においても PRC 内部において，ビームの入射条件に応じて回折格子が動

的に書き換えられることによって要求光の捕捉精度を緩和することができる．また，PRC

として第 3章で述べた Sn2P2S6結晶を用いることで，その高速応答性と高い回折効率からよ

り高速な自動追尾，時間的な捕捉精度の緩和および省電力化を実現することが可能である

と考えられる． 

ここで重要となるのが結晶内の回折格子の形成過程である．具体的には，ビームが PRC

に入射してから回折格子が形成されるまでの時間および回折される信号光のパワーを評価

する必要がある．また，動的に回折格子が形成されるためのビームの入射条件を明らかに

することによって，従来の捕捉機能で必要とされる精度からどれだけ緩和されるかを定量

的に求めることができる． 

本章では，Sn2P2S6結晶を衛星間通信に用いるために，通信を行う上で衛星間に生じると

考えられる二つの状況を想定し，その状況下において回折格子が形成される時間と回折さ

れる信号光のパワーを位相共役反射率で評価する．5.1.1節では，初めに，送信機衛星を初

期に捕捉することを想定し，結晶内に回折格子が形成されていない状況から回折格子が立

ち上がる時間および位相共役反射率を，有限差分ビーム伝搬法を用いた数値解析により評

価する．次に，衛星間リンクが形成された後に，衛星の振動等で相対位置が変化すること

を想定した．それに基づき，数値解析によって結晶において位相共役反射率が定常状態を

示してから要求光の入射角度が変化した場合の回折格子の再構成時間および位相共役反射

率を評価する．5.1.2 節では，数値解析に対して，実際に Sn2P2S6結晶を用いた実験を行い，

定常状態からの角度変化における位相共役反射率の時間推移を計測し，数値解析結果との

比較を行う． 5.2節では，5.1節で明らかにした DPCMの動作特性に基づいて光衛星間通信

システムに応用した場合に想定される追尾性能について議論する，数値解析によって，衛

星間の通信光のビーム伝搬シミュレーションを行い，許容伝送速度と位相共役反射率の関

係を明らかにする．その上で，従来の追尾機能と比較してどれだけ性能の向上が見込まれ

るかを算出する．  



37 

 

5.1.  Sn2P2S6結晶を用いた二重位相共役鏡の動作特性 

 

第 4章で述べたように，捕捉とは一方の衛星 Aから衛星 Bに向けて予め予測した位置に

要求光を射出し走査を行い，それを衛星 Bが捉えることである．そのため，衛星 Bに対し

て要求光をピンポイントで決まった角度で入射させるのは難しく，要求光が決められた入

射角度から大きくずれて衛星 Bに入射することが多いに考えられる． 

よって本節では，衛星間の相対位置のずれを想定した DPCMの応答特性を数値解析およ

び実験により明らかにする．DPCMは，第 3章で述べた Sn2P2S6結晶を用いて形成する．

初めに，Sn2P2S6結晶において最も回折効率が高くなる入射角度である 22°でビームを入射

させた後，ビームの入射角度を変化させ，回折格子の再形成における速度や角度依存性を，

位相共役反射率を算出することで評価する． 

 

 

5.1.1 数値解析 

 

 Sn2P2S6結晶を用いる場合の DPCMの時間的・空間的特性を調査するために，動的なフォ

トリフラクティブ現象を考慮した有限差分ビーム伝搬法(FD-BPM)を用いた数値解析により，

DPCM の再構成特性を明らかにした[45]．図 5-1 に DPCM の解析における FD-BPM の適用

概念図を示す．有限解析空間はフォトリフラクティブ結晶内にあり，格子状の空間として

離散化されている．𝑧-axis へのビーム伝搬角は𝜃1 と 𝜃2である． 𝑧-axis は結晶の𝑐-axis に

一致しており，結晶の自発分極は𝑥-axis に沿っている．𝑥-axis の格子間隔は ∆𝑥，𝑧-axis の

格子間隔は∆𝑧である．そして，𝑥-𝑧面における格子点𝑝 = 1 から 𝑀 そして 𝑙 = 0 から 𝑁で

ある． 

結晶内部でファニング光を生成するために，入射光と散乱光の間の干渉が必要となる．

散乱光は，ビームファニングを生み出す鍵となる屈折率の分布を有した結晶に光が入射し

たときに発生する．この解析では，ビーム伝搬計算前において屈折率の初期値はランダム

な分布を持っていると仮定している． この初期の屈折率を基にした散乱光である𝐼 のビー

ム強度分布の計算後，屈折率分布は𝐼 の分布を用いて更新される．計算の具体的な手順を以

下に説明する． 

最初に，ビーム𝐼1をランダムな屈折率変調を持つ Sn2P2S6結晶の左側から入射する．そし

て散乱光とともに+𝑧軸方向に伝搬させる．ビーム𝐼1と同様に，ビーム𝐼2 も結晶の右方向か

ら入射し，– 𝑧 軸方向へ散乱光とともに伝搬させる． 

次に，ビーム𝐼1とビーム𝐼2の強度分布が一つ一つの格子点で足しあわされ，この干渉パタ

ーンに近似した空間的変化を伴う強度分布がフォトリフラクティブ効果の数値計算に基づ

いた空間電場を誘導する．空間電場は次式を用いることで導出できる． 
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 𝐸 −
1

(𝑘D)2

∂2𝐸

∂𝑥2
(1 +

1

𝑘D

∂𝐸

∂𝑥
)

−1

= −
1

𝑘D

∂

∂𝑥
ln 𝐼 , (5-1) 

 

E は𝐸 ≡ 𝐸sc/𝐸Dで定義されている規格化された空間電場であり，𝐸scは空間電場，𝐸Dは

𝐸D ≡ 𝑘B𝑇𝑘D 𝑒⁄ = 𝑒𝑁eff ϵ𝑘D⁄ で決定されている． 𝑁eff は効果的トラップ密度， 𝑒 は電気素量， 

𝑇 は室温， 𝑘B はボルツマン定数， ϵ は比誘電率， 𝑘D はデバイ波数である．空間電場は

ビーム強度分布の時間的変化に依存する． 空間電場の時間的進化は次のように示すことが

できる． 

 

 

𝐸𝑡+Δ𝑡 = 𝐸𝑡−Δ𝑡exp (
−Δ𝑡

𝜏
) 

+𝐸𝑡exp (1 −
−Δ𝑡

𝜏
) . 

(5-2) 

 

右式の初項が消去の項，2項目が書き込みの項である．上付きの 𝑡 − Δ𝑡, 𝑡, および 𝑡 + Δ𝑡 は

時分割のための計算ステップに用いられる． Δ𝑡 は時間ステップ幅， 𝜏 は実効的な時間定

数であり，これは光強度に対するキャリア応答時間で決定づけられている．  

最後に，屈折率変調が𝑛2 = ϵ + Δϵの式を用いた空間電場𝐸を基に計算される．𝑛 は屈折率で

ある．Δϵ はΔϵ = 𝛾𝐸を用いた比誘電率の変化であり，𝛾 はフォトリフラクティブ結合定数

の実部である．結果的に，ビーム伝搬解析とともに更新された屈折率分布を得ることがで

きる．この過程を繰り返すことで，屈折率格子分布が収束し，入射光に対する互いの位相

共役光𝐼2
∗ と 𝐼1

∗を回折する． 

衛星間通信において，入射光の角度が衛星間の相対位置の変化に基づいて変化すること

が想定される．このような角度変化に応じた DPCM の時間的・空間的応答を明らかにする

ために，位相共役反射率𝐼1
∗/𝐼1 が定常値に届いた後，ビーム𝐼1の入射角度を固定された角度

から変化させた．この計算では，2本の入射光に対して，入射角度が変化しても結晶の中心

を通過するように設定している． 

シミュレーションパラメータを表 5-1に示す．𝐼1の入射角度𝜃1と𝐼2 の入射角度𝜃2 は 22°に

設定した．この角度は屈折率変調の振幅を最大にすることができる角度である. 結晶長は

𝑧-axis 方向に 4.0mm である． 最適な結晶の長さは DPCM における高い回折効率を得るた

めの結合波動定理の解析を用いて明らかにされている．結晶のパラメータは波長 633nm に

おいて計測されている． Sn2P2S6:Sb結晶の実効屈折率は 3.06である．これは，テンソル計

算により求められている．また，結晶の時定数は第 3 章の表 3-2 に基づいて，6.8（入射強

度 0.3W/cm
2における時定数）と設定している．ビーム𝐼1とビーム 𝐼2はより効率よくフォト

リフラクティブ効果を得るために，波長 633nmにおいて P 偏光と仮定している． 

図 5-2にビーム𝐼1の入射角度を 22° から 8°, 18°, 26°, そして 28°に変化させた場合の位相
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共役反射率の時間変化を示す．この結果より，ビームの入射を開始してから数 100ms 以内

に位相共役反射率が定常値に達していることがわかる．さらに，どの場合も，700msにおい

て入射角度が変化した後，回折格子がわずか数 100ms 以内に急速に書き換えられ，再構築

されている．しかしながら，18°と 26°の場合で位相共役反射率の定常値に差があることが

わかる．これは，フォトリフラクティブ結晶の結合係数の角度依存性により生じている． 

さらに，位相共役反射率は入射角度だけではなく，ビーム 𝐼1に対する ビーム𝐼2の入射強

度比にも依存している．入射強度比が 1:1 そして 1:10 の場合の位相共役反射率の時間応答

を図 5-3 に示す．ここで，ビーム𝐼1の初期の入射角度はいずれの強度比の場合でも 22°であ

り, 700msで 26° に変化させている. 図より，ビーム 𝐼2の入射強度がビーム 𝐼1より高い場合，

入射強度比が同じ場合と比較して位相共役反射率が高くなることがわかる．位相共役反射

率がわずか数 10msで 100%を超え，最終的に，わずか数 100msでビーム𝐼1 の 2倍の強度を

有したビーム𝐼2が回折される．したがって，入射強度比を調整することで，入射角度が 22°

より離れてしまったとしても，ビーム 𝐼2をすばやく回折させることが可能である． 

次に，衛星間の相対位置が不安定であり，常に DPCM への入射光の角度が変化してしま

う状況を考える．初めに，ビーム𝐼1が 22°を中心にして連続的に変化する場合の位相共役

反射率の時間応答について述べる．図 5-4に示すように，ビーム𝐼1の入射角度が入射直後か

ら変化する場合について考える．Case Aは 0msの時点において 22°で PRCへ入射するが，

即座に角度がマイナス方向に変化し，75msの時点において 21.75°まで角度が変化する．そ

の後，入射角度がプラス方向に変化し，225ms の時点で 22.25°に達する．その後，再び入

射角度がマイナス方向に変化し，300ms の時点で 22°となるケースを想定した．このとき

ビーム𝐼1とビーム 𝐼2の入射強度比は 1:1とする．Case B では，比較のために 0s以降も入射

角度が 22°のまま変化しない状況を想定している．Case Cは，Case A と同じ角度の時間変

化を想定しているが，ビームの入射強度比は 1:10としている．さらに，Case Dは、Case A

および Case Cよりもゆっくりと角度が変化することを想定している． 

図 5-5に Case Aから Case D までの状況における位相共役反射率の時間応答を示す．Case 

B は角度が一定であるため，位相共役反射率は 0%にはならないが，連続した角度変化が生

じる他の Case の場合であっても位相共役反射率が 0%になることはなく，DPCM 内の回折

格子が動的に書き替えられ続けていることがわかる．Case A と case Cを比較すると，入射

強度比が 1:10である case C の場合では，位相共役反射率が大幅に高く，なおかつ，case B

の入射角度が 22°より変化しない状況と比較しても高い反射率を保つことができる．また，

case D は，Case A および Case Cと比較して入射角度の変化速度が遅いため，位相共役反射

率は case Cと比較して高く安定していることがわかる． 

 次に，図 5-6に示すように，変化する角度の幅の違いによる位相共役反射率の時間応答に

ついて調査する．Case Eは，21.75°から 22.25°の幅で変化し，Case Fは，Case Eよりも角

度の振れ幅が小さく，21.97°から 22.03°の幅で変化すると想定する．図 5-7(a)より，角度

の振れ幅が小さい case Fの方が Case Eと比べて高い位相共役反射率を保っていることがわ
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かる．また，反射率が図 5-5で示した Case A, Case C, Case Dよりも安定しており，Case B

の角度変化が生じない場合に近い反射率となっていることがわかる． 

最後に，入射角度が，位相共役反射率がほぼ定常状態に達してから Case Eまたは Case F

のように変化し始める状況について議論する．図 5-6 に示すように，Case E’は 22°の入射

角度で入射し続け，位相共役反射率が定常状態となった 400ms の時点で．Case E の状況に

変化する状況とする．Case F’も同様に，400msの時点で Case Fの状況になると想定した．

図 5-7(b)より，角度が変化した 400msを境にして Case E’および Case F’ともに図 5-7と同じ

値まで低下することがわかる．ただし，図 5-2 および図 5-3 のように位相共役反射率が 0%

まで低下することはない．したがって，急激な角度変化が生じない場合は，角度が連続的

に変化し続けても常に位相共役波を回折することが可能であることが明らかとなった． 

 

 

 

5.1.2. 実験 

 

本節では，前節の数値解析の結果を検証するために，実際に Sn2P2S6結晶を用いて入射ビ

ームの角度に対する位相共役反射率の時間推移を明らかにする実験を行った．図 5-8に本実

験の実験系を示す．まず，波長 633nm の He-Ne Laser を要求光および信号光として用い

る．要求光を半波長板（HWP）および偏光ビームスプリッタ(PBS)に透過させた後，ミラ

ー（M1）で反射したビームをレンズ L1,2 で構成される 4f光学系に透過させる．そして，

ビームを 22°の角度で Sn2P2S6 結晶の側面から結晶の中心部を伝搬するような位置から入

射させる．同時に信号光を結晶の反対側の側面から 22°の角度で入射させる．このとき，

要求光，信号光ともに 6mWのパワーで入射し強度比が 1:1となるように調節した．二つの

ビームで DPCM を形成した後，要求光の位相共役光として回折された信号光をビームスプ

リッタ(BS)で分離しフォトダイオード（PD）で受光する．信号光の受光パワーが安定した

後に，M1 を動かすことで，要求光の結晶への入射角度を 16°から 28°の範囲で変化させ

位相共役反射率の時間推移を計測した． 

図 5-9に 0sにおいて 22°から入射角度を変化させた場合の位相共役反射率の時間推移結

果を示す．図 5-9(a)は 23°から 28°の範囲で変化させた場合，図 5-9(b)は 21°から 16°に

変化させたときの結果を示す．図より，いずれの角度に変化した場合でも変化後すぐに回

折格子が再形成され，18°から 28°の範囲では，数 100 ms以内に位相共役反射率がほぼ安

定していることがわかる．また，角度が 22°より大きい角度に変化する方が小さな角度に

変化する場合と比較し，位相共役反射率が安定していることがわかる．理由としては，入

射角度により結晶内部において信号光との相互作用領域が変化し，結合強度が変化したた

めと考えられる． 
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5.2 追尾性能の評価 

 

本節では，5.1節で述べた結果をもとに，DPCMを第 4章で説明した光衛星間通信システ

ムに適用した場合における性能について評価・議論を行う．初めに，本章では，提案シス

テムをフォーメーションフライングに用いることを想定している．第 2 章でも述べたが，

フォーメーションフライングは衛星間の距離が最大でも数 100km の比較的短距離間通信で

あり，親衛星と複数の子衛星で通信ネットワークを構築して一つの大型衛星のようなふる

まいをする．フォーメーションフライングにおいては，隊形を崩さないこと，また，新規

に打ち上げられる子衛星とのリンクを柔軟に形成することが求められる．なおかつ，光を

用いる場合，高速大容量通信も実現できなければならない．本手法をフォーメーションフ

ライングに適用することを考えると，DPCM へ入射する要求光の入射角度が従来のシステ

ムではエラーを起こしてしまうほど大きくなったとしても，所望の伝送速度を実現するた

めの信号光パワーが素早く回折されることを明らかにする必要がある． 

そこで，数値解析により衛星間のビーム伝搬を計算することで伝送速度と位相共役反射

率の関係について明らかにした．数値解析において，図 5-10 の衛星間のビーム伝搬計算の

手順を示すフローチャートおよび表 5-2のパラメータに基づいて行った．図 5-10の各 STEP

番号は，第 4章の図 4-1(c)および(d)に対応している．表 5-2はこの計算に用いるパラメータ

を示している．最初に，STEP1-1 において，表 5-2 に示すパワーを持った要求光が laser 1

より射出される．これまでの光衛星通信実験において，数 10mWから数 100mWのレーザパ

ワーが用いられている．そして，これまでの実験より短距離の通信に適用される提案手法

に関しては，最大で 50mW のパワーが現実的であると仮定している．50mW を用いる理由

に関しては後で述べる．レーザの種類に関して，5.2 節の実験では，10mW の出力を持つ

He-Neレーザを用いている．しかしながら，本手法では，レーザの種類に関しては特に定め

ていない．例えば，He-Ne レーザは最大 50mW の出力が可能であるが，小型で高性能であ

るレーザダイオードも十分適用可能である．波長は 633nm に設定しており，これは 5.2 節

の実験と同様である．次に，STEP1-2において，要求光パワーに光学損失が加えられている．

これは，STEP1-2A,B,および Cにおける伝搬でレンズやビームスプリッターなどで光学損失

が生じるためである．STEP1-3において，要求光は受信機アンテナから射出される．受信機

および送信機アンテナの開口径はARTEMISやOICETSのアンテナ径に準じている．ここで，

受信機アンテナ利得が要求光パワーに加えられる．利得を加える理由は，カセグレンアン

テナは高い指向性を有しているためである． 

STEP2 においては，要求光は自由空間を伝搬し，同時に自由空間伝搬損が生じる．アン

テナ利得と自由空間伝搬損失は，アンテナ開口径や衛星間距離になどに従って計算するこ

とができる[46].  

STEP3-1 では，要求光は送信機アンテナに入射し，送信機アンテナ利得が加えられる．

STEP3-2 では，レンズ等による光学損失が，要求光に STEP1-2と同様に加えられる．STEP3-3
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では，要求光が DPCM 形成のために PRC へ入射する．ここで，計算の簡単化のため，5.1

節のような DPCM 内部のビーム伝搬計算をする変わりに，DPCM において回折される信号

光パワー(STEP4-1C)は DPCM へ入射する要求光パワーに位相共役反射率を乗じた値とした．

位相共役反射率は表 5-2の値とする． 

 信号光は，STEP4-2 を経て伝搬し，STEP3-2 と同様に光学損失が加えられる．次に，信号

光は送信機アンテナより射出される.ここで，送信機アンテナ利得は信号光に対して加えて

いない．なぜならば，信号光は要求光の位相共役光であり，送信機アンテナの指向性によ

る伝搬を考慮する必要がないと考えたためである．さらに，STEP5 において，信号光は自

由空間伝搬損失を受けない．これもアンテナ利得を付加しないのと同様に，信号光は位相

共役波であり，伝搬により拡散が起こらないと仮定したためである．位相共役波の伝搬に

関しては図 4-1(e)に示している． 

STEP6-1 では，信号光は受信機アンテナに入射し，受信機アンテナ利得を受ける．次に，

信号光のビーム径が縮小され(STEP6-2A)，要求光から分離された後(STEP6-2B)，集光され

る(STEP6-2C)．STEP6-2では，信号光パワーが STEP6-2A,B,C においてレンズやビームスプ

リッターなどにより光学損失を受けて減少する．最後に，STEP6-3 において，信号光が PD

によって受光される． 

さらに，背景光が信号光とともに入射することを想定した．背景光は 633-nm帯における

太陽の照射強度の最大の入射パワーとした[47]．提案システムでは第 4章で述べたように背

景光の低減手法として応用することも可能であるが，本章の解析では割愛し，第 6 章にて

詳しく述べる． 

ここで，要求光が 50mW の理由について説明する．許容伝送速度の計算において，ビッ

トエラーが 10
-9以下となった場合は，エラー訂正を必要とせずに良好な通信環境を構築でき

ると仮定している．その場合，Gbps のオーダーの伝送速度を実現するためには，送信機ア

ンテナから射出される信号光パワーが 100μWオーダーである必要がある．ここで，信号光

は要求光の位相共役波として受信機アンテナに向かって収束するため，送信機アンテナか

ら射出される信号光がすべて受信機に入射すると仮定している．送信機から射出される信

号光パワーは DPCM に入射する要求光のパワーと位相共役反射率を掛けたものである．し

たがって，もし DPCM における位相共役反射率が 10%から 15%である場合，送信機アンテ

ナに入射すべき要求光パワーが数 mW オーダー必要となる．この場合，5.2 節の DPCM に

おけるビーム伝搬の実験結果から，位相共役反射率が信号光として用いる laser 2 の出力が

送信機アンテナにおける要求光の入射パワーと等しい場合，位相共役反射率が最大となる．

したがって，laser 2 の出力は数 mW オーダーが適切である．要求光が送信機アンテナに入

射する前，要求光は表 5-2に示すように受信機・送信機の両方のアンテナ利得 (+117 dB × 2)，

自由空間伝搬損失(-244 dB)を受ける．なぜならば，要求光が受信機から送信機へ伝搬すると

きは，位相共役波ではないため，アンテナ開口径や衛星間距離に起因した回折現象の影響

を受けるからである．このことにより，受信機アンテナにおける要求光パワーは，送信機
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アンテナにおける要求光パワー（数 mW）のおよそ 10倍のパワーが必要となるため，laser 1

における要求光の出力は 50mWが適していると考えた． 

 図 5-11 に伝送速度の位相共役反射率依存性を示す．許容伝送速度が位相共役反射率およ

び要求光の出力の増加に伴って向上していることがわかる．近年，地表調査や惑星探査が

進み，大量のデータ伝送を行うために，Gbps オーダーの伝送速度の実現が望まれている．

図 5-11 より，DPCM による Gbps オーダーの通信は要求光の出力が 10mW で位相共役反射

率が 30%以上の場合，もしくは，要求光の出力が 50mWで位相共役反射率が 9%以上の場合

に達成される．位相共役反射率が 15%以上を達成することは，図 5-9における実験結果で明

らかとなっているため，実験結果より Gbpsオーダーの通信を達成可能とする結晶への入射

角度は 19 から 27 の間であると見積もることができる(tolerance A)．これに基づいて，具

体的な捕捉精度の緩和および・追尾性能の向上に関して議論を行う． 

初めに，捕捉精度に関する考察を述べる．図 4-1に示す通信システムにおいて，送信機ア

ンテナによって受信される要求光のビーム径は L5 および L6 を含む縮小光学系によりおよ

そ 40倍縮小されると仮定する．ここで，近軸近似を用いることができるとすると，要求光

の Sn2P2S6 結晶上における角度がおよそ 40倍になる．したがって，tolerance A に基づくと，

22から-3 または +5 の範囲の結晶上の角度変化は，送信機アンテナ上では，0.075 から 

0.125の角度変化となる．従来の送信機では，10
-5 オーダーの捕捉精度が受信機へ向けて要

求されていた．これと比較すると，提案手法は入射角度範囲に対して 10
3から 10

4倍大きな

許容範囲を確保することができる．さらに，図 5-3の解析結果より，強度比を調整すること

で反射率が向上するため，結晶とともに搭載されている内部の光学系に起因する電力の損

失をカバーできることが期待される．したがって，tolerance Aよりも大きな角度許容範囲が

期待でき，提案システムは捕捉精度の大幅な緩和の実現が可能と言える． 

次に，衛星の追尾に関して議論する．数値解析および実験より，回折格子が結晶への入

射角度変化に応じて急速に再構築され，信号光が要求光の位相共役波として自動的に回折

される．このことによって， MEMS mirrorなどの機械的なシステムを必要とせずに自動追

尾を実現することができる[48]．追尾速度に関して，OICETS-ARTEMIS の通信で必要とさ

れる追尾エラー調整時間が 300ms以内であるが, 図 5-9に示すように，回折格子の書き換え

から定常状態に達するまでは 500ms 程度要する．しかしながら，回折格子の形成速度はビ

ーム強度に大きく依存しているおり，ビーム強度に比例している．したがって，結晶への

入射ビームのパワーが一定であっても，入射ビーム径を狭めて入射させることで，高いビ

ーム強度で結晶へ入射させることができ，回折格子を素早く形成することができる．さら

に， ビーム強度自体を増加させる余地もある．なぜならば衛星通信は図 5-9 での実験で用

いたレーザ光より高いパワーをもつレーザ光を用いているからである．これらの方法は図

5-9の実験時間と比較して DPCMの形成速度を早める可能性をもっている．さらに，この実

験では，DPCM の形成速度が結晶の応答速度と比較して 100 倍遅いが，結晶内部での吸収

や反射を抑えることで緩和することができる．このように，衛星の追尾性能の向上は，DPCM
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を形成するためのフォトリフラクティブ結晶の向上に依存している．本章で用いた Sn2P2S6 

結晶はあらゆるドーパント素子を添加することができる[49,50]． 例えば，位相共役反射率

が 800%を超える Te-doped Sn2P2S6 結晶がすでに報告されており，追尾性能の向上も大いに

期待することができる． 
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図 5-1 DPCMのための FD-BPMを用いた解析空間の概念図 
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表 5-1 FD-BPMにおけるシミュレーションパラメータ 

 

Analysis area  

Grid-size on x-axis (μm) 0.2 

Grid-size on y-axis (μm) 0.2 

Grid-size on z-axis (μm) 4 

Grid-size on t-axis (ms) 0.2 

Number of grids on x-axis 10000 

Number of grids on y-axis 1000 

Number of grids on z-axis 1000 

Sn2P2S6:Sb crystal  

Crystal thickness (mm) 4 

Coupling coefficient (cm
-1

) 20 

Effectively refractive index 3.06 

Optical absorption (cm) 0.25 

Response time (ms) 6.8 at 0.3W/cm
2
 

Optical absorption coefficient (cm
-1

) 2.4 

Incident beams  

Wavelength (nm) 633 

Polarization of beam 𝐼1 and beam 𝐼2 p-polarization 

Incident beam radius (µm) 400 

Total beam intensity (W/µm
2
) 2.0×10

-8
 

Initial incident angle of beam 𝐼1 𝜃1(°) 22 

Varied incident angle of beam 𝐼1 𝜃1(°) 8.0 to 28.0 

Incident angle of beam 𝐼2 𝜃2(°) 22 
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図 5-2 強度比が 1:1の場合の位相共役反射率の時間応答 

ビーム𝐼1の入射角度は 0 から 700 msの間は 22° であり, その後 8–28°に変化している 
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図 5-3 位相共役反射率の時間変化． 

入射強度比は 1:1 (narrow curve)と 1:10 (bold curve)．ビーム𝐼1の入射角度は 0 から 700 msの

間は 22° であり, その後 26°に変化している． 
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図 5-4 入射角度の連続的変化 1 
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(a) 

 

 

(b) 

 

図 5-5 入射角度の連続的変化における位相共役反射率の時間応答 1 
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図 5-6 入射角度の連続的変化 2 
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図 5-7 入射角度の連続的変化における位相共役反射率の時間応答 2 
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図 5-8 位相共役反射率計測のための実験系 
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(a) 

 

(b) 

 

図 5-9 位相共役反射率の実験的時間応答 

強度比は1:1であり，ビーム𝐼1の入射角度は0sより以前は22でその後(a) 23–28 and (b) 16–

21にそれぞれ変化している． 
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図 5-10 衛星間のビーム伝搬計算におけるフローチャート  
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表 5-2 衛星間ビーム伝搬解析のためのシミュレーションパラメータ 

 

Receiver and transmitter   

Aperture diameter (m) 0.2 

Optical loss (dB) 3 

Antenna gain (dB) 117 

Link propagation  

Output beacon beam power (mW) 5,10,30,50 

Wavelength (nm) 633 

Link distance (km) 100 

Free space propagation loss (dB) 244 

Phase conjugate reflectivity (%) 2 –  100 

Background light (mW) 15.7 

Bit error rate 1 × 10−9 
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図 5-11 伝送速度の位相共役反射率依存性 
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第 6章 2値位相板を用いた背景光低減手法の評価 

 

第 4 章で提案した光衛星間通信システムでは，第 5 章で述べた捕捉・追尾性能の向上に

加え，背景光の効果的な低減も行うことができる．本章では，背景光低減効果を，数値計

算を行うことにより明らかにする．提案システムは，送信機衛星内に設置した DPCM を用

いることにより，要求光と信号光の両波面を位相共役関係に変換することができる．一方

で，受信機衛星内に空間フィルタを設置することで，信号光（位相共役波）と通信エラー

の原因となる背景光に対して波面差異を生み出すことができ，両ビームを空間的に分離す

ることができる． 

空間フィルタの中でも，とりわけ信号光と背景光の波面差異を生み出すための位相板の

設計が重要となる．本章では， 2 値の位相分布を有する位相板を提案することで，従来の

背景光低減フィルタと比較してより効果的に背景光を低減し，かつ伝送速度も向上できる

ことを示す．初めに，6.1節では，提案手法に空間フィルタを組み合わせた背景光低減手法

の動作原理を説明する．6.2節では，背景光低減効果を明らかにするための数値解析につい

て説明すると同時に，空間フィルタにおける 2 値位相板の設計について述べる． 6.3 節で

は，6.2節で実施した数値解析による背景光低減効果について，従来の背景光低減フィルタ

との比較を行う．6.4 節では，2値位相板の最適化について述べる． 

 

 

 

6.1. 背景光低減手法の動作原理 

 

本節では，光衛星間通信システムにおける背景光低減に関する動作過程を説明する．通

信リンクの形成過程など基本的な動作は第 4 章で述べた動作手順とほぼ変わらない．一方

で，背景光低減のためには，受信機衛星のアンテナ面において通信光および受信機に入射

することが予想される背景光に対して波面差異を与える位相板を新たに設置する．位相板

による波面歪み生成効果と DPCM における波面補正効果を組み合わせることにより，背景

光を空間的に効率よくフィルタリングすることができる．通信光と背景光の 2 つの光波の

波面差異を位相板によっていかに生み出すかが背景光低減における重要なポイントとなる． 

図 6-1に光衛星間通信システムにおける背景光低減手法の概念図を示す．既に第 4章およ

び 5 章で提案手法の通信プロセスについては説明してあるので，本章では位相板を用いる

点を中心に説明する．初めに，図 6-1(a)に示すように，送信機内部に設置したフォトリフラ

クティブ結晶内において DPCM を形成する．このとき，背景光低減手法においては，受信

機から射出される要求光は予め，受信機アンテナ面に設置された位相板を透過し，波面歪

みを受ける．その後，波面が歪んだ要求光が送信機へ向かって伝搬した後，送信機衛星の
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PRC に入射後に，信号光とともに，DPCMを形成する． 

次に図6-1(b)に示すように，背景光がフィルタリングされる過程について説明する．DPCM

形成後は，信号光は要求光の位相共役波として要求光の波面歪みを有して回折され，受信

機へ向かって伝搬する．ここで，信号光は受信機アンテナへ入射する際，受信機アンテナ

に設置した位相板を透過することで，平面波に復調される．一方で，背景光が受信機アン

テナに入射すると，受信機アンテナに設置した位相板によって波面歪みを受けて受信機内

部に入射することになる．このようにして信号光と背景光の間に波面差異を生み出す．そ

の後，受信機内部では，平面波（信号光）と空間スペクトルの広がった波面（背景光）の

集光スポット径の大きさの違いを利用して，ピンホールを用いて両波面を分離することが

できる． 

 

 

6.2. 数値解析 

 

本節では，提案手法である光衛星間通信システムに新たに位相板を組み合わせることに

より，背景光が空間的にフィルタリングされ，伝送速度が向上することを明らかにする目

的で数値解析を行う．解析モデルとパラメータを図 6-2，表 6-1 にそれぞれ示す．信号光の

変調は第 2章で述べたような IM/DD 方式を用いている．許容伝送速度は，フォトディテク

ター(PD)における背景光と信号光の受光パワーに基づき計算している．この計算では，

IM/DD 方式におけるビットエラーレート(BER)の計算に基づいて得られる信号雑音比(SNR)

の関係式を用いている．図 6-2 の解析モデルにおける衛星間のビーム伝搬解析の手順を説明

する． 

最初に，平面波の要求光に位相板の空間位相分布を乗じる．要求光の初期複素振幅分布

0 ( )bE x は以下の式で定義されている． 

 

 

1
2 2 2 22

0

2 2

0 0

2 ( ) ( )
( , ,0) exp exp

2

rP L x y jk x y
E x y

w w R

       
      

    
 (6-1) 

 

ここで，P0は要求光の送信電力， rL は受信機内の光学系損失，w0はビームウエスト，kは波

数，R はビームの曲率半径を表す．なお，本解析では，ビームウエストは位相板の面に位置

すると仮定し，曲率半径は無限大であると仮定する．そして，変調された要求光の受信機

から送信機へ向けた自由空間伝搬を角スペクトル方法(ASM)を用いて計算する．ここで，計

算量を減らすために本解析では平面波展開を用いた方法により数値計算を行う．例として，

xy平面の距離 z0における光波の複素振幅を 0( , , )f x y z , それに対応した空間周波数スペクト

ルを 0( , , )x yF z  とすると，距離 d 伝搬した点( 0z z d  ) における空間周波数スペクトル
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0( , , )x yF z d   は，伝達関数 ( , , )x yH d  を用いて以下の式で表される． 

 
0 0( , , ) ( , , ) ( , , )x y x y x yF z d F z H d         (6-2) 

 

但し， 

 2 2 2 2 1
exp 1 ( ) ( )

( , , )

0

x y x y

x y

jkd
H d

otherwise

   
  


   

 



　　
　

   (6-3) 

 

したがって光波の自由空間伝搬計算は，まず光波面を FFT (Fast Fourier Transform)し，得ら

れた空間周波数スペクトルに上記の伝達関数を積算，新たに得られた空間周波数スペクト

ルを IFFT (Inverse Fast Fourier Transform) することで行うことができる．この伝搬計算法に

より, 距離 d離れた開口面における要求光の複素振幅分布が算出できる． 

その後，変調された要求光が送信機アンテナに入射する．ここで，DPCM は要求光に対

して完全な位相共役波を回折すると仮定し，位相共役反射率は 100%とする．図 6-2 のよう

に結晶がレンズの後ろ焦点面にあると仮定すれば，レンズ前の焦点面の複素振幅を FFT す

ることで結晶端面での複素振幅を求めることができる．本解析モデルでは，通信距離を d

とすると，レンズの焦点距離 f に対して d f であるため， z d f  の面における複素振

幅は z d の面における複素振幅にほぼ近似できると仮定する．この複素振幅を 2 ( , , )bE x y d

とすると，結晶端面における複素振幅 3( , )bE x d f は以下のように表される．  

 

 3 2( , , ) FFT ( , , ) ( , )b b tE x y d f E x y d p x y       (6-4) 

 

但し， ( )tp x は送信機側のレンズ開口関数を表し，開口径を atとすれば 

 

2 21
( )

0
t

t

x y a
p x

otherwise

  
 


　　       (6-5) 

 

で表される．なおここでは簡単のため，レンズを透過した光はすべて結晶に入射すると仮

定する． (6-4)式で得られた結晶端面の複素振幅に位相共役反射率の平方根を掛け合わせる

ことで, 結晶端面における位相共役光の複素振幅を決定する．さらに簡単のため，結晶端面

における要求光のすべての空間周波数成分に対して，位相共役反射率は一定であると仮定

する．すると，結晶端面における位相共役光である信号光の複素振幅 ( , , )pcE x y d f は，以

下式で表すことができる． 
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3( , , ) ( , , )pc beacE x y d f E x y d f            (6-6) 

 

但し， は位相共役反射率を表している．この式を IFFT することにより，レンズ前焦点面

の複素振幅を算出する．このとき指向・捕捉過程同様， z d f  及び z d の面における複

素振幅がほぼ等しいと近似すれば， 

 

( , , ) ( , , )pc pc tE x y d IFFT E x y d f a       (6-7) 

 

が得られる． 

送信機から受信機へ向けた位相共役波（信号光）の自由空間伝搬は ASM によって計算す

る．自由空間伝搬計算を行うことで，受信機の開口面( 0z  ) における複素振幅 ( , ,0)pcE x y を

得る．その分布に開口径 arのレンズ開口関数, 

 

2 21
( , )

0
r

r

x y a
p x y

otherwise

  
 


　　    (6-8) 

 

を積算することにより，受信機に入射する信号光の複素振幅分布を求めることができる．

受信機内部では，信号光の分布と位相板の分布を乗算する．その結果，信号光の波面は平

面波に復調される． 

ここで，背景光も信号光とともに受信機へ入射することを仮定する．また，従来の波長

フィルタは提案手法と組み合わせることを想定して，通信光と同じ波長帯の太陽光のみが

入射すると仮定した．要求光と信号光の通信波長帯域はどちらも DPCM に用いるフォトリ

フラクティブ媒質の感度に基づいて 830nm に設定した．この媒質の感度はフォトリフラク

ティブ媒質の種類によって変化する．本手法では，特に，第 5章で述べたような Sn2P2S6結

晶か，あるいは BaTiO3結晶を用いることを想定している．太陽光の 830nm帯域における入

射パワーはスペクトル照射強度分布より計算することができる．具体的に，波長フィルタ

の帯域幅が 0.001μm, 受信機アンテナの開口径が 10 cmで，視野角が 1 mrad の場合，波長フ

ィルタを透過する背景光パワーは最大で 16mW となる．このパワーを持った背景光が信号

光とともに受信機アンテナに入射した後，背景光分布と位相板の空間位相分布が乗算され

る． 

次に Lens3及び Lens2 で構成される縮小光学系透過後の複素振幅を求める．その後，位相

板が Lens3の焦点面に位置していると仮定すれば，Lens3透過後の焦点面における複素振幅

1sE は，FFT することで求めることができる．さらにこの焦点面が Lens2 に一致し，さらに

光波のすべての成分が Lens2に入射すると仮定すれば，縮小光学系透過後の複素振幅
2bE 及

び
2sE は以下式で与えられる． 
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 

'

2 0 1

2 0 1

FFT FFT ( , )

FFT FFT ( , )

b b l

s s l

E E x y p

E E x y p

       


    

     (6-9) 

  

次に空間フィルタを通過し，PD に入射する複素振幅を求める．Lens2 の焦点面に Lens1

の焦点面に一致しているとのとし，さらに光波のすべての成分が Lens1に入射すると仮定す

れば，Lens1 透過後の焦点面における複素振幅は式(6-9)を FFT することにより求められる．

さらにピンホールがこの面に位置すると仮定し，ピンホール径を pinD とすれば，ピンホール

を透過直後の複素振幅
3bE 及び

3sE は 

 

             
3 2 pin

3 2 pin

FFT ( , )

FFT ( , )

b b r

s s r

E E x y D L

E E x y D L

      


     

            (6-10) 

 

で与えられる．ここで，
rL は受信光学系損失である． 

最後に受光電力を求める．ピンホールを透過した光波はすべて PDによって捕捉されると

仮定すれば，信号光及び背景光の電力
sP , 

bP は以下式で求めることができる． 

 

2

3

2

3

( , )

( , )

s s

b b

P E x y dxdy

P E x y dxdy

 







         (6-11) 

 

これに基づいて，最終的に許容伝送速度を計算する．ここで，予め，一時的に設定した伝

送速度を用いて受信帯域を設定する．受信パラメータ（量子効率や雑音温度など）と上記

で算出した PD における信号光と背景光のパワーを用いて，受信信号電流，ショット雑音，

暗電流，熱雑音，そして背景雑音を見積もることができる．SNR は受信信号電流とこれら

の雑音により計算される．この SNR に基づいて，BER が導かれる．ここで，BER はエラー

訂正を行わずに良好な通信を行うために 10
-9以下を基準として設定した．導出された BER

が 10
-9以下の時，一時的に設定した伝送速度と受信帯域を増加し，それから SNR と BERの

導出計算を繰り返し行った．計算を繰り返していくと，BER が 10
-9に近似する．この解析

では，BERが 10
-9の 90%に達したとき，設定した伝送速度を許容伝送速度とする． 

 次に，位相板の設計について述べる．位相板は背景光の低減量を決定づける重要なパラ

メータとなる．なぜならば，ピンホール上における背景光の拡散は透過する位相板の位相

分布に依存しているためである．本章の解析では，2値の位相板（binary PP）とランダムデ

ィフューザの 2種類の位相板を設定した． 
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最初に，binary PP について説明する．図 6-2 の左下に示すように，本論文において新た

に提案する binary PP は背景光の角スペクトルを効果的に広げることができ，より効率よく

動作することが期待できる．なぜならば，平面波を binary PP に透過させた後，レンズによ

り集光すると，集光面の中心部分を境として強度ピークを分割させることが可能なためで

ある．ここで，背景光は遠方の太陽からの光波が主であることから，平面波と仮定する．

図 6-2の解析モデルに従い，この背景光を，周期的な分布を持つ binary PP に透過させる．

背景光がレンズによって集光されるとき，強度ピークは位相差の境界部分に沿って分割さ

れる．ピンホール前の背景光の強度分布を図 6-3に示す．比較のため，信号光のピンホール

前における強度分布も同様に示す．図より，背景光の強度分布が二つに分割されており，

信号光の強度ピークとの位置が明確に異なっているのがわかる．この時，PD の前に設置す

るピンホールを binary PP の中心部に一致させることによって，背景光雑音の大部分をカッ

トすることができる．一方で信号光は，平面波に復調されるため，binary PP の影響を受け

ずピンホールの中心部に集光される． 

 次に，ランダムディフューザについて述べる．図 6-2の左下に示すように，本章で用いる

ディフューザはランダムな位相分布を有しており，ディフューザを透過した光の角スペク

トルはガウシアン分布を持つように設定している [51-55]．このガウシアンランダムディフ

ューザモデルは広角ディフューザとして一般的に用いられている．このディフューザモデ

ルの特徴としては，任意のビーム拡散をディフューザの拡散角を調整することで生み出す

ことができる． 

 

 

6.3. 背景光低減効果の評価 

 

前節における数値解析に基づいて，図 6-4に各種フィルタリングパターンごとの許容伝送

速度を，図 6-5に背景光低減率をそれぞれ示す．ここで図 6-5の背景光低減率は，受信機ア

ンテナに入射する背景光パワーに対する空間フィルタ透過後に最終的に受信される背景光

パワーの比と定義する．フィルタリングパターンに関しては，比較のために，binary PP と

ランダムディフューザに加え，従来の波長フィルタのみを用いた場合の伝送速度および背

景光低減率も明らかにしている．図 6-4において，横軸はディフューザの拡散角を示してい

る．許容伝送速度に関しては，binary PP を用いると，ディフューザや波長フィルタのみの

場合と比較して最大で 11 倍も伝送速度が向上することが明らかとなった．さらに，背景光

低減率に関しては，binary PP を用いた場合，入射する背景光パワーに対しておよそ 99%も

カットできることが明らかとなった．これは，前節で述べたように，binary PP が背景光の

強度ピークを集光面の中心部より離すことができたためであると思われる．ただし，ここ

で用いている binary PP の分布があらゆる光衛星間通信において最適であるとは限らず，衛

星間通信の各種パラメータによって，より最適な分布が存在する．binary PP の最適化につ
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いては次節で述べる． 

 一方で，ディフューザを用いた場合も背景光は効果的に低減できている．しかし，伝送

速度の向上があまり見られない．さらに，伝送速度はディフューザの拡散角が増えるに従

って低下している．この結果に関して次のように考察することができる．ディフューザの

拡散角が増加したとき，背景光の角スペクトルはピンホール上で広がるため，背景光を効

果的に低減することができる．この背景光の低減効果自体は伝送速度の向上に貢献する．

一方で，拡散角が増加すると，要求光もディフューザで大きな位相歪みを受けるため，受

信機から送信機へ向かって自由空間を伝搬する間に大きく広がってしまう．したがって，

波面歪みを受けた要求光の波面は，送信機アンテナ面で大きく広がることとなる．拡散角

の増加に伴って，要求光の送信機アンテナ面におけるビーム径は増々広がり，送信機アン

テナへ入射する要求光パワーは大幅に減少する．ここで，DPCM の位相共役反射率が一定

していると仮定すると，DPCM によって回折される信号光は DPCM へ入射する要求光パワ

ーの減少に伴って減少してしまう．そして，受信機アンテナへ入射する信号光パワーも結

果的に減少することとなる．したがって，ディフューザの拡散角が増加して背景光パワー

が減少しても，信号光パワーもともに減少することとなる．拡散角が 3.0×10
-5°を超える

とき，信号光パワーは背景光の低減率と比較して大幅に減少してしまうため，その結果，

許容伝送速度が大きく減少する． 

 

 

6.4. 2値位相板の最適化 

 

本節では，伝送速度の向上に向けた binary PP の最適化について議論する．前節のディフ

ューザを用いた場合の許容伝送速度についての考察で述べたように，許容伝送速度の向上

には，背景光の低減だけではなく，信号光パワーをより多く受光することが重要である．

ここで，2 値位相板に限らない位相板の位相間隔 Δ とビームの拡散角 θ の関係は以下のよ

うに表すことができる． 

 

 
Δ =

2𝜆

sin θ
 (6-12) 

 

Δ は 0 と π を 1周期とした場合の 1周期あたりの位相間隔である．したがって，要求光の

拡散角は，位相板の位相間隔が狭まるに従って大きくなることがわかる．要求光が間隔の

狭い binary PP を透過するとき，要求光は送信機アンテナ面で広がり，そして DPCMへ入射

するパワーは減少する．図 6-6に送信機アンテナ面における要求光の強度分布を示す．これ

らの解析手法は前節で述べたのと同じ手法を用いている．binary PP の位相間隔は変化させ

ているが，周期パターンは一定としている．図 6-6に見られるように，送信機アンテナ面に
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おける要求光の強度ピークは binary PP の位相間隔が狭まるにつれて，アンテナ面の中心よ

り離れていくのがわかる．位相間隔が，0.025m の時，強度ピークは送信機アンテナ径より

外側に位置している．ここで，アンテナ面にすべての要求光パワーが入射するために許容

される拡散角(θ)は以下のように表すことができる． 

 

 
θ ≤ tan−1

𝐴𝑛𝑡𝑒𝑛𝑛𝑎 𝑎𝑝𝑒𝑟𝑡𝑢𝑟𝑒 𝑠𝑖𝑧𝑒 

𝑑
 (6-13) 

 

d は衛星間の距離である．したがって，式(6-12)および式(6-13)，そして表 6-1より，要求光

パワーが送信機アンテナにほぼすべて入射するためには，binary PP の位相間隔は少なくと

も 0.06mでなければならない．ここで，次のことに注意しなければいけない．0.06mは位相

分布に関して言及しておらず，位相間隔のみに着目した値である．提案手法の効果的な動

作を実現するためには，位相間隔は，アンテナ径や衛星間距離だけではなく，binary PP の

大きさや 0 と πの位相値の位置関係によっても決定づけられなければならない．本研究で

は，binary PP の位相分布の設定において，binary PP を透過する背景光がピンホールの中心

において強度ピークを持たないようにすることが極めて重要である．したがって，前節で

述べたように，ピンホールの中心部と binary PP の中心部が同軸上にあるとき，binary PP の

中心は 0 と π の境目でなければならない．この数値解析では，binary PP の直径は 0.25m

と仮定している．この条件に合わせると，図 6-6 に示すような不連続の位相間隔(0.25, 0.05, 

0.036, 0.025 m)を設定する必要が生じる． 

 次に，位相板のパラメータが伝送速度に与える影響について述べる．図 6-7 に binary PP

の位相間隔と許容伝送速度の関係を示す．位相間隔が，0.05mのとき，伝送速度が最も高く

なることがわかる．しかし，上述したように，位相間隔が 0.25m のときは，全ての要求光

成分が送信機アンテナに入射することができる．これは，位相間隔が 0.05m の位相板を用

いた場合の方が，位相間隔が 0.25m の位相板を用いた場合と比較して，より効果的に背景

光がカットすることができるためである．位相間隔が狭まるとき，送信機アンテナ面にお

ける要求光と同様に，背景光の強度ピークもピンホールの中心部より離れていく．さらに，

位相間隔が 0.05m のとき，要求光のすべての強度ピークが送信機アンテナに入射している

ことが，図 6-6より確認できる．したがって，位相間隔が 0.25mのときは，ほぼすべての要

求光成分が送信機アンテナに入射するものの，背景光低減率は位相間隔が 0.05m の場合と

比較して低くなることから伝送速度が最高値には至らなかった．一方で，位相間隔が 0.025m

の場合，伝送速度は大幅に減少している．これは，図 6-6で確認できるように，要求光の強

度ピークが送信機アンテナに入射しないためであり，結果として DPCM で回折される信号

光パワーが大幅に減少し，伝送速度が急激に低下した． 

以上のことから，binary PP の位相分布は衛星間距離やアンテナ開口径などの通信機器の

パラメータを考慮して設定する必要がある．例えば，衛星間距離が長距離となる場合，binary 
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PP の位相間隔は広めに設定する必要がある．なぜならば，要求光パワーは，位相板の利用

に関係なく，受信機から送信機へ伝搬する際に，自由空間伝搬により，4 × (衛星間距離)
2に

比例して減少してしまうためである[56]．一方で，送信機アンテナ径が大きい場合，binary PP

の位相間隔を狭く設定することができる．なぜならば，広い角度スペクトルを有した要求

光であってもアンテナ径が大きければ受信することが可能となるためである． 

これらの通信機器のパラメータに加えて，位相共役反射率も提案手法にとって非常に重

要なパラメータとなる．本章で行った解析では，位相共役反射率は一定としている．しか

しながら，DPCM に入射する要求光が減少した場合でも，DPCM へ入射する信号光パワー

を調節することによって，要求光より大きなパワーを持った信号光を回折することが可能

である．これに関しては，第 5 章における DPCM の動作特性の数値解析でも明らかにして

いる．したがって，長距離の衛星間通信もしくは，送信機アンテナが小さい場合であった

としても，効果的な背景光低減を行える binary PP を用いることが可能であり，高い伝送速

度の実現が可能となる． 
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(a) 

 

 

 

(b) 

図 6-1 DPCM を応用した背景光低減手法 

(a) DPCM の形成 (b) 背景光の低減 
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図 6-2 背景光低減手法の解析モデル 
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表 6-1 背景光低減手法のための解析パラメータ 

Common  

Analysis area : Nx×Ny  (m
2
) 1.024 × 1.024 

Sample number 4096 × 4096 

Receiver   

aperture diameter (m) 0.1 

Focal length of lens 1 (cm) 0.29 

Focal length of lens 2 (cm) 0.5 

Focal length of lens 3 (cm) 50 

Optical loss (dB) −3 

Transmitter  

aperture diameter (m) 0.25 

Optical loss (dB) −3 

Phase conjugate reflectivity (%) 1 

Link propagation  

Output beacon beam power (mW) 10 

Wavelength (nm) 830 

Link distance (km) 3 

Background light on the receiver antenna (mW) 16.4 

Required bit error rate 1 × 10−9 

Phase Plate  

Phase interval of binary PP (m) 
0.25 (Sect. 4.1) 

0.025–0.25 (Sect. 4.2) 

Divergence angle of diffuser 1.0 × 10−5–1.0 × 10−4 
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(a) 

 

(b) 

図 6-3 ピンホール前における強度分布 

(a) 信号光（位相共役波）(b)背景光 
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図 6-4 フィルタリングパターンに応じた伝送速度 
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図 6-5 背景光低減率 
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図 6-6  2値位相分布に依存した要求光の強度分布 

 

 

 

  



74 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 伝送速度の 2値位相板の位相間隔依存性 
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第 7章 位相共役技術の地上光無線通信システムへの応用 

 

本章では，提案手法を地上における可視光通信へ応用することを検討する．近年，可視

光を搬送波として用いた通信手法の研究・開発が活発に行われている[57]．一方で，地上に

おける光通信には衛星間通信にはない「通信光に対する大気の影響」の問題が懸念される．

大気中に含まれる塵やほこりや水分などの影響において大気中を伝搬する光波の吸収や散

乱などが生じることによって，通信光の波面が歪み，十分な強度の通信光が受信できずに

通信速度などが大幅に低下してしまう．しかも，通信光に影響を与えるこれらの不純物の

分布は，風などの影響もあり時々刻々と変化する．そのため，通信性能を向上させるため

には，通信光の波面歪みの変化に対して逐次対応する動的な波面補正機能が不可欠となる． 

第 5 章において，DPCM の動作解析および実験において，DPCM への入射光の入射角度

が変化しても，DPCM 内部の回折格子が動的に書きかえられて位相共役波が回折されるこ

とを明らかにした．この DPCM の動的再構成可能な性質は，動的な波面補正を必要とする

地上における通信にも適応できると考えている．例えば，第 6 章までで述べた衛星間通信

システムでは，一方向通信に用いることを想定してきたが，地上通信においては，建物間

の双方向通信における中継器として DPCM を応用することが考えられる．建物間で無線通

信を行う場合，通信光の波面は建物間の距離に応じて広がる上，大気の影響を大きく受け

てしまう．ここで，図 8-1に示すように，建物 Aと建物 C の間にある建物 Bに DPCMを応

用した中継器を設置すると仮定する．DPCMを用いて，建物 A と建物 Cからの通信光を位

相共役関係に変換することで，建物 A からの通信光が建物 C からの通信光の時間反転波と

なり，建物 Cに向かって収束して伝搬させることができる．さらに上述したように，DPCM

の動的再構成可能な性質により，通信光の波面変化にも動的に対応することができ，大気

による通信光波面の歪みなどの影響を低減できるのではないかと考えられる．加えて，

DPCM は電気的な制御が不要であるため，通信設備の小型化・低コスト化も期待できる．

地上の通信では，太陽光に加え，ビルや地面からの反射光なども背景光雑音となりうる．

第 6 章で述べたように，DPCM を用いて通信光を位相共役関係に変換することで，背景光

の空間フィルタリングも可能となる． 

以上のことから，DPCM の地上無線通信への応用が期待できるほか，DPCM の動的再構

成な性質を利用して地上―移動体間（衛星・航空機等）通信への適用も可能であると考え

られる．これらを実現することで，将来的に，地上間・地上―衛星間の大規模かつ柔軟な

通信ネットワークの構築に大きく貢献することを望んでやまない． 
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図 8-1 DPCMの地上通信への応用例 
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第 8章 結論 

 

光衛星間通信システムの高性能化に向けて，二重位相共役技術を用いた通信手法を提案

した．本手法は，送信機衛星にフォトリフラクティブ結晶（PRC）を搭載し，受信機衛星か

らの要求光と送信機衛星内部からの信号光の 2 本のレーザ光を入射させることによって二

重位相共役鏡（DPCM）を形成する．そして，DPCMによって通信光を位相共役波に変換し

て通信を行うことで，光衛星間通信システムの技術面における複数の問題点を同時に解決

することができる．本手法の有意性の一つ目は，追尾性能の向上である．DPCMへ入射さ

せた通信光（要求光・信号光）の入射角度や位置変化が生じた場合であっても，DPCM内

部の回折格子が動的に再構成され，信号光を位相共役波として回折することができる，し

たがって，機械的な制御を必要としない衛星の自動追尾を実現することができる．二つ目

は，背景光雑音の低減である． DPCMによって生みだす通信光の位相共役関係を利用した

上で，受信機内部に通信光と背景光の波面差異を生成する空間フィルタを搭載することで，

従来手法では低減することのできなかった背景光成分を除去することができる． 

第 1章では，当該研究の背景について述べた． 

第 2 章では，光衛星間通信の現在までの研究動向について述べた後．衛星間の通信形態

として近年注目されているフォーメーションフライングと呼ばれる飛行形態について説明

した．さらに，光衛星間通信における通信方式と通信技術における課題について説明した． 

第 3 章では，フォトリフラクティブ結晶を用いた位相共役波の生成手法（二重位相共役

鏡）について述べたほか，フォトリフラクティブ結晶の一つである Sn2P2S6 結晶の特徴に

ついて述べた． 

第 4 章では，二重位相共役鏡を用いた光衛星間通信システムを提案した．そして，二重

位相共役鏡を用いて，通信光波面を位相共役波に変換することによって，衛星の自動的な

追尾が可能となるほか，背景光と通信光の空間フィルタリングを行うことができることを

説明した． 

第 5 章では，提案手法における衛星の追尾機能の高性能化に向けて二重位相共役鏡の時

間的・空間的動作特性を，Sn2P2S6結晶を用いた実験および数値解析によって明らかにした．

数値解析において，衛星の初期捕捉時を想定し，PRC 内で回折格子が形成されていない状

態からビームを入射すると，およそ数 100msで定常状態に至ることが明らかとなった．ま

た，衛星間リンク形成後に衛星の相対位置が変化する場合を想定し，回折格子形成後に PRC

へのビームの入射角度を変化した．この場合，角度が変化してすぐに回折格子が書き換え

られ，およそ数百 ms で定常値になることがわかった．また，PRC を実際に用いた数値解

析と同様の実験においても，回折格子が動的に再構成され 1s以内に定常値に至ることが明

らかとなった．また，衛星間の通信光伝搬を想定した数値解析を行い，本手法では，従来

手法と比較して 103から 104倍程度も追尾性能が向上することを明らかにした． 
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第 6 章では，提案手法を基に 2 値位相板の組み合わせた場合における背景光低減効果に

ついて明らかにした．数値解析によって，送受信機衛星間の通信光の伝搬および背景光の

受信シミュレーションを行い，本手法を用いた場合およそ 99%背景光をカットできること

を明らかにした．また，ガウシアン型ディフューザ・波長フィルタのみを用いた場合との

許容伝送速度の比較を行い最大で 11倍許容伝送速度が向上することを明らかにした．  

第 7 章では，今後の展望として，位相共役技術の地上における光無線通信システムへの

応用について述べた．  

 以上の結果により，DPCMを用いて位相共役波を生成する技術を衛星間通信に応用する

ことによって，機械的制御を必要とせずに簡易かつ小型な光学系で，衛星の追尾性能の向

上および背景光低減を同時に実現可能であることが明らかとなった．さらに，本手法は通

信光の波面補正に関して動的な対応が可能であることから，衛星間のみならず大気中を伝

搬経路とした衛星―地上間通信および地上間通信における中継器としての利用など幅広い

応用も期待され，光通信のさらなる発展に大きく貢献できると考えられる． 
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